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令和６年度第１回袖ケ浦市空家等対策審議会 

 
１ 開催日時  令和６年１０月８日 午前１０時００分開会 

 
２ 開催場所  市役所中庁舎７階会議室 

 
３ 出席委員 

会 長 森永 良丙 委 員 鈴木 政晴 

委 員 村岡 陽子 委 員 山中 恵 

 （欠席委員） 

副会長 髙橋 信正 

 
４ 出席職員 

市長 粕谷 智浩 都市建設部長 吉澤 寿二 

都市建設部次長 平野 弘和 都市整備課住宅班長 鈴木 英史 

都市整備課主査 作本 祐美子 

 
５ 傍聴定員と傍聴人数 ※部分公開 

傍聴定員 ３人 

傍聴人数 ０人 

 
６ 議 題 
（１）袖ケ浦市空家等対策計画の改定について（諮問） 
（２）袖ケ浦市管理不全空家等及び特定空家等判断基準の策定について（諮問） 
（３）その他 

 
７ 議 事 

〈午前１０時００分開会〉 

 
事務局（鈴木班長） 【開会】 
          【市長から挨拶する旨の言葉】 

 
粕谷市長      【挨拶】 

 
事務局（鈴木班長） 【会長から挨拶する旨の言葉】 
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森永会長      【挨拶】 

 
事務局（鈴木班長） 【粕谷市長所用により退席】 
          【資料確認】 

【４名出席、条例施行規則第１３条第２項の規定により  

定数の２分の１以上の出席のため、会は成立】 

 
事務局（鈴木班長）  袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例施行規則第１

３条第１項の規定に基づきまして、会長が本会の議長を

務めることとなっておりますので、これより先は、森永

会長にお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

 
森永会長       それでは次第に従いまして議事を進めます。本日の議

題は２つですね。 
           それでは早速ですが、議題１、袖ケ浦市空家等対策計

画の改定について審議に入ります。 

 
事務局（作本）   【議案第１号「袖ケ浦市空家等対策計画の改定について」

説明】 

 
森永会長       この議題１について資料説明がありましたが、何かご

意見ご質問があればお願いします。 

 
森永会長       資料１は確定したら、ホームページ等で公表するので

しょうか？ 

 
事務局（次長）    計画を作成する際は、議会に報告し、パブリックコメ

ントを一カ月間行った後、確定ということで公表します。 

 
森永会長       技術的な話なのですが、図が不鮮明となっています。 

 
事務局（次長）    電子であれば大丈夫です。 

 
森永会長       ９ページの地図の袖ケ浦の地理的なことですが、空家

の立地によってずいぶん事情が変わってくると思います。

例えば、駅周辺の空家と山奥。袖ケ浦は山奥はないので
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すよね？ 

 
事務局（次長）    右上の方が市原境で、左下の方が木更津境です。 

 
森永会長       田園に立地する空家といわゆる市街地、街中にある空

家は、背景も違います。市場や需要ニーズが、都市部は

売買での需要があって、奥地の方は需要がない印象があ

ります。 

 
事務局（次長）    まず市街地ですが、上の方は長浦地区となります。こ

の長浦地区から福王台にかけては、昭和５０年過ぎに区

画整理で開発され、既に４０年近く経過し、過渡期が来

ていると思います。年代的にも７０歳や８０歳になる方

たちの空家が発生しているところです。 
また内陸部の多くが農村地帯で人口が減少傾向にあり、

跡継ぎがいないことで空家になってしまうというケース

が多々あり、状況的に少し違います。 

 
森永会長       何か対策ということで、今回はエリアを指定して少し

ケアするという制度設計に変わったのでしょうか。 

 
事務局（次長）    法律の改正の中で創設されたものとして、空家等活用

促進区域というものがございます。指定するかしないか

ということについては、５ページのように市内全域を対

象とすると先ほど説明させていただきました。今回計画

を作成しましたので、まずは地区ごとの空家の状況を見

て、都市計画法や条例などの関係法令等を確認しながら

判断していきたいと考えております。 

 
森永会長       当初聞いた気もしますが、８ページの調査結果の一覧

表の地区名、どこが市街地でどこが内陸の方かというの

も、今一度教えてもらえないでしょうか。 

 
事務局（作本）    昭和長浦地区が上の方の線路沿い、根形地区が真ん中

あたり、平岡や中川・富岡地区が下の方の農村のエリア

となっております。 
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森永会長       繰り返しますが、エリアの特性によって空家対策とか

ニーズとか、持ち主の、所有者の属性とか、いろいろ変

わってくるので、状況把握しておいた方が動きやすくな

るのかと思い、お聞きしました。 

 
森永会長       空家バンクのページでホームページを見ると、結構動

きがあると思っています。今 PDF ファイルで１３件成約

済、あるいは取り下げのデータが確認できますが、市街

地なのか農村部なのかわかりますか。意外と空家バンク

に動きがない自治体も多いのですが、当然それはよくわ

かります。本来自治体がやると、どうしても貸し物件は

責任が生じるので僅かでも瑕疵があると空家バンクには

難しいと思います。 

 
事務局（次長）    市街化区域であれば、家が建てられる区域ですので、

空家バンクに登録しても動きがあります。市街化調整区

域は建て替えというと、様々な制限があり、流通が難し

い場合もございます。しかしながら、私どもも開発の権

限の関係で、これまでできなかったものを、市が独自で

開発ができるよう取り組んでおり、来年４月１日施行に

向けて準備しております。 

 
森永会長       一言空家と言っても色々その背景があるので、対策、

準備をしていって欲しいと思います。 

 
鈴木委員       業者の立場でこの間も申し上げましたが、袖ケ浦市は

非常に流通しており、先ほども会長言われた通り、私も

所属しておりますが空家バンクに上げてきていただくと、

結構成約率が高いです。 

 
森永会長       それはなぜでしょうか？ 

 
鈴木委員       袖ケ浦・木更津エリアというのは人気があります。アウ

トレットやアクアラインから近く交通の便が良く、高速バ

スだとか、ベッドタウン的なところもありつつ、農村地の
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方も、二拠点生活というもので人気です。 

 
森永会長       ニーズがあるということなので、空家を利活用するとい

うことを考えても、内陸の、いずれ古民家に活用できる

ような形でやっていけるといいですね。 

 
鈴木委員       そうですね。先ほど言われた開発の方の関係を緩めてい

ただけると、流通がスムーズになり、安くいいものが消費

者も買えるので、子育てもでき、利点も数多くあると、そ

ちらに力を入れていただけると、空家対策に近いのかなと

思います。 

 
森永会長       袖ケ浦市は大規模な宅地開発というのはありますか？ 

 
事務局（次長）    のぞみ野地区、真ん中のあたりの色のついているとこ

ろです。 

 
森永会長       そういう意味では他の自治体と比べると、少し明るい

ですね。そこまで深刻じゃないと思います。今のところ、

何か手当をすれば好転していくという可能性を感じます。

大規模宅地開発が少ないというのも、先ほど言ったよう

に、またそれが５０年すると同じことになります。あま

り一気に増やさないで、段階的に住宅を新規に供給する

のであれば、段階でちょっとずつというのが、世代が一

気に高齢化しないようにするためにはいいと思います。 

 
事務局（次長）    私どものところにも、様々な問い合わせがございます。

空家の相続人等においては、１５ページに、②の相談体制

の構築と利活用の促進で、アに空家バンク事前情報提供制

度というのがございます。それは空家の所有者に、今後の

活用について相談をしている中で、売却や貸したいという

話があった場合に、この情報提供制度を活用して、鈴木委

員も属している宅建協会の方に情報提供をすることで円

滑に進むので、この取り組みを強化していきたいと考えて

おります。 
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森永会長       魅力的な事例を、是非ホームページで、「こういうこ

とができるんだ」とちょっと触れるだけでまた違ってき

ます。どこかの自治体は YouTuber が古民家の紹介をし

ていて、要するに、行政はおまかせで、瑕疵があろうと

なかろうとニーズがあるので、こういう使い方が出来る

んだ、こういう譲渡賃貸、将来の古民家活用ができるん

だと紹介して、空家が解消している事例があります。そ

ういうのは育てていって欲しいと思います。 

 
村岡委員       広報というのがあちこちに出てきますが、おそらく市

民向けの広報だと思うんですよね。インターネットを活

用して、遠方の方が来なくても出来るような方法を少し

お考えいただけるといいかなと思います。特に解体です。

私も親の家を処分した時に、解体や売却とか、誰に頼ん

でいいかわからなくて、結局全国規模の大手さんにお願

いしました。広報は、「市民に向けて」というのはとて

も重要なのですが、市民ではなくなってしまった所有者

の方に対するケアを少し入れていただくのと、活用では

なくて、解体の方向でも考えていただければと思います。

解体を考えている人に、お願いする業者さんをインター

ネット等で出していただければと思います。 

 
森永会長       この対策計画の２５ページの図の、所有者等からの相

談で、管理売買相続などで、「など」の中に解体という

のは入っているんでしょうか？ 

 
事務局（次長）    解体というのは、よろしいかと思いますが、２つの考

えがあると思います。所有者から見ると、更地になって

しまうので、売れなかった場合に固定資産税が大幅に上

がってしまうという懸念がございます。そのために解体

出来ない人もいれば、解体するお金がないということも

あります。活用、流通どちらにも言えますが、なかなか

難しいのかなと思います。問い合わせを聞く中で、そう

いう話も聞きます。この後、議題２の方で説明しますが、

管理不全空家等というのがありますが、その中で固定資

産税の軽減措置が除外されてしまうというのがあります
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ので、解体を進めることは良いと思うのですが、ふさわ

しいのかなと気になります。私どものところにも空家関

係の事業者の方が営業できています。空家の解体を促進

するというものもきていますので、私どもも様々な相談

をしながら決めていこうと思っております。民間の方に

なりますので、少し検討をしながら、ご意見いただいた

ものについて、検討していきます。 

 
事務局（部長）    あと、先ほど説明あったパンフレットですが、民間の

方に作っていただいたものですから、解体業者の名前な

どを広告掲載されていますが、役所として難しいことは、

「電話で解体業者を教えてください」と言われても斡旋

が出来ないんですね。現状はこういうパンフレットを見

てくださいと案内していますが、市のホームページに直

接解体業者一覧という形で掲載するのは難しいです。 

 
森永会長       全部行政の方々にお願いするのは難しいですね。何か

あったら、例えば、ここ売れますか、とか、民間に相談

してください、というようなことはありますか？ 

 
鈴木委員       空家バンクの方にお問い合わせしていただければ、私ど

もに情報が流れますので、名簿の中の業者も得意不得意が

ありますので、その業者が「私やります」と手を挙げても

らえれば、地主さんの交渉姿勢があれば、相談していくこ

とは出来ます。 

 
森永会長       更地にしてくれるのであれば進めていいですし、多分

地方の田舎に行けば行くほど、更地にしても売れないと

いうのもあるかもしれません。 

 
鈴木委員       我々は、袖ケ浦市でしたら、買取して、解体して更地で

売ります。その方がハウスメーカーもやりやすいためです。

袖ケ浦市は川原井や横田だろうと、とにかく売れるエリア

なんですね。その代わり、値段も安くなりますが売れるエ

リアなんです。 
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山中委員       空家対策という視点からするとちょっと外れているか

もしれないですけれども、空家にしないためにという対

応でいいのかなと思うのですが、私も、市街化調整区域

で住んでいますが、私共の数軒隣のご主人が亡くなられ

て、後継ぎがいなくて売りに出されましたが、音楽関係

者の方が買われ、週何回か来られています。先ほどのお

話ですと、今後は許可を拡充し、そういう使い方がしや

すいような形で作っていくということでしたが、今現在

でも身内ではない人がそこに住むというようなことでも

可能なのでしょうか？ 

 
事務局（部長）    市街化調整区域になると規制は当然ありますが、元か

ら建てた住宅を住宅として使うというのは建物に権利が

ありますので所有者が変わっても用途が一緒であれば問

題ないです。農家住宅や分家住宅は、「私が農家だから、

市街化調整区域でも建てられます」と人に与えた権利で

すね。見た目は変わりませんが、そういう色分けがされ

ていたので、それをいいようにしましょうとなっていま

す。元から住宅として合法的に建てられた建物を別の方

がというのは今までもこれからも問題ありません。 

 
山中委員       ありがとうございます。あともう１点ですけれども、

更地にしてしまうと、市街化調整区域だと住宅が建てら

れないというようなところがあったと思いますが、住民

とすれば住宅で人が住んでくれた方が非常にいいわけで、

更地で売れるような方法があるのでしょうか。 

 
事務局（部長）    勘違いされている方が多いのですが、全く駄目というこ

とではなく、台帳が残っていれば、同じ敷地に建て替えや

新たに建てられることです。敷地を二つ付けて、大きい敷

地にしたいといった場合は問題ですが。ヤードなどは社会

問題化していますが、市街化調整区域でも建物を建てなけ

れば土地活用というのは問題がないです。 

 
山中委員       実績が残っているところであれば、身内でなくても他

人がそこに建てることもできるということですね。わか
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りました。ありがとうございます。 

 
森永会長       よろしいですか。この時点で質問を終結したいと思いま

す。特に異議はないというまとめでよろしいでしょうか。  
異議がないようですので、本件については「特に異議が

ない」ということで市長に答申することに決定しました。 

 
森永会長       それでは続きまして、議題２、袖ケ浦市管理不全空家等

及び得定空家等判断基準の策定について審議に入ります。

それでは事務局より説明願います。 

 
事務局（作本）   【議案第２号「袖ケ浦市管理不全空家等及び特定空家等

判断基準の策定について」説明】 

 
森永会長      この議題につきまして何かご意見等あればお願いします。 

 
鈴木委員      点数をつけるのは誰が行うのでしょうか。 

 
事務局（作本）   職員の方で、１人では差が出てしまうので、２名で点数

をつけるということを想定しております。 

 
事務局（次長）   場合によっては建築の専門の市職員に協力依頼して判断

していきたいと思っております。 

 
森永会長      この場（審議会）で確認はするのですか。 

 
事務局（作本）    職員の方で判断したものを、「こちらで管理不全として

判定しましたがよろしいでしょうか」ということで審議会

へ諮問をさせていただいき、認定いただく予定です。 

 
森永会長      諮問の仕方としては、点数を私どもが見たり写真とかで

判断するのですね。近くの現場でしたら見てもいいです。 

 
事務局（次長）   これまで特定空家しかございませんでしたが、その前の

段階で、管理不全空家というのができて、法令で固定資産

税の軽減措置、住宅用地特例の１／６軽減がなくなるとい
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うこと、そのお知らせをした中で、税金を高くして取ろう

という考えではありません。周囲に迷惑かけないように適

正に管理していただきたいというのが一番の目的です。税

金を高く取るとかではなく、まずはお知らせで適正に管理

を依頼し、できないものであれば先ほど言いましたが、空

家バンク協議会へ情報を流した中で、活用、売却、賃貸な

ど、流通していくよう、まずはこの形で取り組みたいと考

えております。 

 
森永会長      資料１の対策計画の中の８ページの調査結果の、令和５

年度空家等である、適正管理、経過観察、対策を講じる必

要があるというのは結構数が多いのですが、この中で管理

不全空家を確認していくということでよろしいですか。 

 
事務局（次長）   令和５年度１４４件ありますが、再度私どもで現場確認

して調査していく中で、ここに挙げるかを判断したいと思

っております。 

 
事務局（作本）   住宅街にあって、近隣との境が狭いところはどうしても

苦情が多く来ます。１４４件が管理不全空家に該当してく

るかは、来年以降、判定の中で見極めていくことになるの

で、全てが管理不全になるとは考えておりません。 

 
森永会長      関連して、周辺へ及ぼす悪影響、資料２の最後のページ

７ページの評価２について、曖昧ですが未だに不安なんで

すが本当に大丈夫でしょうか。よくわかるんです。要する

に管理不全空家は税制、税金が変わるわけで所有者にとっ

てはかなりシリアスな問題で、この評価２は説明ができる

のかなと思いますが、その辺は大丈夫でしょうか。 

 
事務局（次長）   確かに曖昧な表現ではあります。管理不全空家というこ

とで出来るだけ評価２にいかないような段階での評価をし

ていきたいと考えているところがあります。 

 
～ 非 公 開 ～ 

【各委員より意見を伺う】 
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森永会長      他はいかがでしょうか。空家問題は複雑で、建築不動産

税制と家族問題、とにかく手間がすごいですね。ご負担も

大きいと思うのですが、これを放置すると街が滅んでいき

ますから、今のうちから早め早めに取り組んでいくことだ

と思います。よろしいでしょうか。質疑を終結したいと思

いますが、いろいろ質問いただきまして、特に異議はない

というまとめで、市長へ答申したいと思いますけどよろし

いでしょうか。 
では、本件については特に異議なしということで市長へ答

申することと決定いたします。ありがとうございました。 

 
森永会長      その他の説明、資料３について説明願います。 

 
事務局（作本）   【その他について説明】 

 
森永会長      それでは、全体を通して何かご意見よろしいですか。 

それでは本日予定しました議題の審議はすべて終了しま 

した。ご協力ありがとうございました。進行を事務局にお

返しします。よろしくお願いします。 

 
事務局（鈴木班長） 森永会長、委員の皆様、慎重審議をいただきありがとう

ございました。また委員の皆様には、議事録調製にあたり、

発言内容の確認をいただき、その後議事録の写しを事務局

から送付させていただきます。また、議事録につきまして

は市のホームページ等で公開いたしますことを申し添えさ

せていただきます。それでは以上をもちまして、令和６年

度第１回空家等対策審議会を終了とさせていただきます。

慎重審議ありがとうございました。 

 
〈午前１１時３４分閉会〉 
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第１章 計画の趣旨 

１ 計画策定の背景と目的 

少子高齢化や核家族化の進展等により、全国的に空家等が増加しています。中で

も、適切に管理されていない空家等が放置されることにより、防災、衛生、景観等

の様々な観点から周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしています。このことは、本

市においても例外ではなく、空家等の所有者等の連絡先が不明であること等から、

「迷惑を受けている」、「不安を感じる」など切実な相談が市民等から市へ寄せら

れており、その件数は年々増加している状況です。 

これまで本市では、平成２７年４月に「袖ケ浦市空き家等の適正な管理に関する

条例（平成３０年１０月「袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例」に改正。以下、

「空家条例」という。）」を施行し、空家等の所有者等に対し、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう、適切な管理を促してきました。 

国においては、平成２６年１１月２７日「空家等対策の推進に関する特別措置法

（以下「空家法」という。）」が公布され、平成２７年５月２６日に全面施行し、

市区町村の役割として「空家等対策計画」の作成や空家等に関する対策の実施にお

いて適切な措置を講ずるよう責務を課しています。 

これらの経緯を踏まえ、平成２９年３月に「袖ケ浦市空家等対策計画」を策定し、

空家等対策に取り組んできましたが、策定から相当年数が経過したことや令和５年

１２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」が施行さ

れたことに伴い、改正内容に対応した空家等対策をより一層推進するため改定しま

す。 

２ 計画の位置付け 

袖ケ浦市空家等対策計画は、空家法第７条に規定する空家等に関する対策につい

ての計画であり、本市の上位計画である総合計画や都市計画マスタープラン等の各

種計画と整合を図り、計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠 整合 

袖ケ浦市 

空家等対策計画 

袖ケ浦市総合計画 

都市計画マスタープラン 

景観計画 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

など 

空家等対策の推進に

関する特別措置法 

空家等に関する施策を総

合的かつ計画的に実施す

るための基本的な方針 
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３ 計画期間 

本計画期間は、袖ケ浦市総合計画の終期に合わせ、令和７年度から令和１３年度

までの７年間とします。なお、各種施策の実施による効果や市内における空家等の

状況の変化を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとします。 

 

４ 計画の対象 

（１）対象とする空家等の種類 

本計画は、空家法第２条に定める「空家等」及び「特定空家等」並びに空家法第

１３条に定める「管理不全空家等」を対象とします。 

 

①空家等（空家法第２条第１項） 

「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使

用がなされていないこと（※１）が常態である（※２）もの及びその敷地（立木その

他の土地に定着する物を含む。）をいいます。ただし、国又は地方公共団体が

所有し、又は管理するものを除きます。 

  
 

②特定空家等（空家法第２条第２項） 

「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるお

それのある状態又はそのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのあ

る状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状

態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状

態にあると認められる空家等をいいます。 

 

③管理不全空家等（空家法第１３条第１項） 

「管理不全空家等」とは、空家等が適切な管理が行われていないことにより

そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあ

ると認められる空家等をいいます。 

 

（２）対象とする地区 

本計画は、空家等実態調査等の結果を踏まえ、市内全域を対象とします。 

ただし、今後空家等の活用が特に必要と認められる場合は、「空家等活用促進区

域」の指定について検討します。 

（※１）居住その他の使用がなされていないこと 

日常生活が営まれていない、営業が行われていないなど現に意図をもって使い

用いていないことをいいます。 

（※２）常態である 

概ね年間を通じて使用実績がない状態であることを指します。 
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第２章 本市の現状と課題 

１ 人口動態 

（１）人口・世帯数 

本市の人口は、昭和４５年に２５，５００人、世帯数５，３３４世帯でしたが、

京葉工業地帯の一翼を担う臨海コンビナートの形成を契機に、土地区画整理事業

等により宅地の造成が進んだことから、右肩上がりで増加し、令和２年には、６

３，８８３人（昭和４５年比：２．５１倍）世帯数２５，４３０世帯となりまし

た。 

 

 

＜資料：国勢調査＞ 

25,500 

63,883 

5,334 

25,430 

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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70,000

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

（人）

総人口 総世帯数
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（２）人口構成の推移 

平成３年４月の市制施行時と令和６年４月の人口構成を比較すると、その形状

から１５歳未満の年少人口が減少している一方で、６５歳以上の老年人口が増加

しています。 

 

＜資料：住民基本台帳＞ 

 

（３）地区別の世帯数及び人口の状況 

地区別の世帯数・人口については、昭和地区、長浦地区、根形地区で世帯数・

人口が増加しています。一方で、平岡地区、中川・富岡地区では、世帯数は増加

していますが、人口は減少しています。 

 

＜資料：住民基本台帳＞ 

世帯数（世帯） 人口（人） 世帯数（世帯） 人口（人） 世帯数（世帯） 率（％） 人口（人） 率（％）

昭　和 3,645 11,931 9,282 21,523 5,637 154.65 9,592 80.40
長　浦 6,398 21,841 12,538 27,322 6,140 95.97 5,481 25.10
根　形 1,350 4,967 2,532 5,721 1,182 87.56 754 15.18
平　岡 2,335 8,402 2,480 5,240 145 6.21 ▲ 3,162 ▲ 37.63

中川・富岡 1,625 6,336 2,232 5,104 607 37.35 ▲ 1,232 ▲ 19.44

合　計 15,353 53,477 29,064 64,910 13,711 89.31 11,433 21.38

地区名
平成3年4月1日 令和6年4月1日 増減（平成3年→令和6年）
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２ 空家等の状況 

（１）空家等実態調査 

①概要 

   本市では、空家等対策の基礎データとなる市内の空家等の状況を把握するた

め、令和４年度より市内全域を対象に空家等の実態調査を実施しています。 

この調査では、水道の閉栓データや課税台帳等からの情報から空家等の疑いの

あるものを抽出し、職員による現地調査を行って空家等の判断及び状況把握をし

ています。 

 

②調査結果（令和６年３月３１日現在） 

地区名 

令和 

4 

年度 

令和５年度 

増減数 

空家等である 

適正管理 

不適正管理 

計 

・経過観察 

・対策を講じ

る必要あり 

早急に対策

を講じる必

要あり 計 

昭 和 48 34 21 0 21 55 7 

長 浦 59 53 23 0 23 76 17 

根 形 29 15 16 0 16 31 2 

平 岡 77 27 52 1 53 80 3 

中川・富岡 47 19 32 2 34 53 6 

合 計  260 148 144 3 147 295 35 

 

本市で空家等実態調査を初めて行った平成２４年度には、空家等戸数は３７８

戸でしたが、平成２７年の空家法施行後の対策や令和元年房総半島台風による解

体等が行われたことで市内の空家等戸数が減少したと考えられます。 

なお、令和４年度と令和５年度の空家数を比較すると、３５戸増加しており、

今後も空家等戸数は増加していくと見込んでいます。 
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■市内の空家等分布図 

空家等実態調査の結果として、空家等を点で図に表したものです。 

ここでは、市内全域に空家等が分布していることがわかります。また、東京湾沿

いのＪＲ各駅の周辺に広がる土地区画整理事業などにより宅地開発された地区や、

内陸の宅地開発された住宅地、昭和４０年から５０年代の郊外住宅地などに空家等

が多く見られます。 
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（２）空家所有者意向調査 

①概要 

   本市では、平成２４年度に実施した空家等実態調査の空家等所有者を対象と

した空家所有者等意向調査を平成２９年度に実施し、令和４年度は実態調査と

合わせ、同様の意向調査を実施しました。 

   この調査では、建物の利用状況や活用の意向などを伺い、今後の空家等に関

する対策の基礎資料とすることを目的としています。 

 

②調査結果 

■所有者の年齢 

所有者の年齢については、「６５歳～７４歳」が最も多く、次いで「５０

歳～５９歳」、「７５歳以上」となっています。 

また、６５歳以上の高齢者は全体の半数を超えています。 
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4

30

11

7

0
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2

18

9

24

14

7

0

5

10

15

20

25

30

35

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～74歳 75歳以上 未回答

H29 R4
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■空家の取得経緯 

建物を利用しなくなった（なっている）きっかけは、「住んでいた人が死

亡したため」「相続により取得したが、自分には住むところが別にあるため」

など、相続に起因する要因が大きくなっています。 

 
 

■空家の管理上の課題 

    空家を管理する上では、「遠方に住んでいて、建物の状況が把握できない」

「利用しなくなった（なっている）建物に関する相談をどこでしたらいいか

わからない」と回答する方の割合が高いです。 

 

6.7%

9.3%

2.7%

8.0%

21.3%

4.0%

8.0%

48.0%

4.0%

18.7%

4.1%

21.6%

4.1%

9.5%

24.3%

2.7%

4.1%

28.4%

1.4%

33.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

未回答

その他

税制上の理由で取壊しを控えているため

賃貸人などの入居者が退去したため

相続により取得したが、自分には住むところが別にあるため

相続人が決まらないため

住んでいた人が老人ホーム等に入所したため

住んでいた人が死亡したため

転勤等により長期不在のため

別の住居へ転居のため

H29 R4

9.3%

18.7%

13.3%

29.3%

21.3%

24.0%

6.7%

30.7%

5.4%

25.7%

14.9%

29.7%

29.7%

39.2%

10.8%

20.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

未回答

その他

特に困っていることはない

利用しなくなった（なっている）建物に関する相談をどこで

したらいいかわからない

解体して更地にすると、固定資産税等が上がる

取り壊したいが、費用が不足している

修繕（リフォーム等）をして利用したいが、費用が不足し

ている

遠方に住んでいて、建物の状況が把握できない

H29 R4



9                                         12 

■空家の管理の頻度 

維持管理の頻度については、「ほとんどしていない」が最も多く、自由記

載でも「何年も行っていない」と記載されるなど、空家等問題に対して意識

が希薄であると推察します。 

  

■今後の利用意向 

    今後の利用意向については、「売却したい」が最も多く、次いで「解体し

たい」となっています。 

 

 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

未回答

その他

ほとんどしていない

数年に1回程度

1年に数回程度

月に1回程度

週に1回程度

H29 R4

46.7%

41.9%

2.7%

12.1%

17.3%

21.6%

9.3%

4.1%

9.3%

4.1%

9.3%

16.2%

5.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R4

H29

売却したい 賃貸したい 解体したい 将来、自分または家族が住む そのままにしておく その他 未回答
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■期待する支援 

建物の活用や空家対策で必要なことについて調査したところ、「売買・賃

貸する場合の不動産業者等の紹介」が最も多く、次いで「解体費の支援」と

なっています。 

 

 

■その他自由意見 

    ・取り壊したいが、建物内の遺品等の整理が終わっていない。 

    ・家の中のものを整理したい。 

    ・市街化調整区域の為、手が付けられない。 

    ・市街化調整区域のため活用できない。 

     

    など、相続に関する悩み、残置物の処分、市街化調整区域での規制を記載

する方が多くいました。 

30.7%

4.0%

10.7%

30.7%

12.0%

13.3%

6.7%

13.3%

37.3%

25.7%

0.0%

9.5%

41.9%

16.2%

10.8%

4.1%

2.7%

35.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

未回答

空き家対策セミナーや個別相談会の開催

リフォーム費の支援

解体費の支援

国や県など公共機関による施策等の情報提供

庭の樹木を剪定・伐採してくれる業者の紹介

建物管理代行業務の紹介

修繕やリフォームできる建築業者等の紹介

売買・賃貸する場合の不動産業者等の紹介

H29 R4
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（３）適切に管理されていない空家等に関する相談状況 

①相談件数の推移 

   都市整備課を総合窓口とした空家等に関する相談件数については、平成２２

年度が４件となっていましたが、年々増加傾向にある中、令和元年度の台風

１５号・１９号の影響により令和元年度から令和３年度に急増しましたが、令

和４年度以降においては台風前の相談件数に落ち着いています。 

 

 

 

②相談内容 

   相談の内容は、「草木の繁茂」が２１９件、「建物の一部飛散の恐れ」が

１７２件となっています。 

また、相談者からは、トラブルになりたくないなどの理由から相談が寄せられ

ることもあります。 

（平成２２年度～令和５年度の相談件数） 

相談内容 

合計 
建物の一部

飛散の恐れ 

倒壊の恐れ 草木の繁茂 動物の棲み

つき 

ゴミ・治安

など 

１７２ ２６ ２１９ ３０ ６３ ５１０ 
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（４）これまでの空家等対策事業における取組状況 

①市民や所有者等への啓発 

取組内容 取組の効果等 

ア 固定資産税納税通知書を活用

した啓発文書の送付 

・毎年４月に通知される固定資産税納税通

知書へ、空家等の適切な管理を促すため

の啓発文書の同封を継続して実施 

イ 広報やホームページの活用 ・空家等対策事業について、空家法に関す

る事項や空家条例、空家バンクに関する

ことなどの周知を実施 

・草木の繫茂前や台風シーズン前などでの、

所有空家等の適切な管理を広報で啓発 

ウ 空家ガイドブックの作成 ・官民協働により、空家対策に関するガイ

ドブックを作成 

【周知・提供方法】 

  広報やホームページへの掲載 

  庁舎内や市内公共施設等に設置 

  指導文書への同封 

エ 空き家の発生を抑制するため

の特例措置の対応 

・特例措置を受けるために必要な「被相続

人居住用家屋等確認書」の発行について、

ホームページでの制度案内 

 【確認書発行件数】 

  ６件（累計） 

 

②相談体制の構築と利活用の促進 

取組内容 取組の効果等 

ア 空家バンク事前情報提供制度 ・空家等所有者から同意をいただき、千葉

県宅地建物取引業協会南総支部へ空家等

の情報を提供 

 【申込件数】 

  １７件（累計） 

イ 空家バンク制度の運用 ・千葉県宅地建物取引業協会南総支部と協

定を締結し、空家バンク制度を運用 

 【空家バンク登録物件数】 

  １４件（取下げ等含む累計） 

 【成約件数】 

   ６件（賃貸：４件 売買：２件） 
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③空家等の適切な維持管理への取組 

取組内容 取組の効果等 

ア 庁内関係課との連携 ・道路へのはみ出し樹木等、庁内関係課と

情報を共有し対応 

イ 関係機関との連携 ・公益社団法人袖ケ浦市シルバー人材セン

ターと協定を締結し、除草等の空家管理

代行サービスを紹介 

ウ 空家等所有者への通知、助言

及び指導等の実施 

・苦情や相談等寄せられた空家等の現況確

認 

（現地確認、所有者等調査、登記簿等確認） 

・苦情や相談等寄せられた空家等の所有者

等に対し、助言・指導等を実施 

・空家所有者等への個別訪問等を行い、面

談 

・指導文書等通知空家等の対応状況確認 

 【指導文書等通知件数】 

  ３４１件（計画策定後累計） 

エ 空家等調査 ・令和４年度より水道閉栓データに基づく

実態調査実施 

・調査済み空家等につき、経過観察 

オ データベースの構築 ・空き家対策管理支援システムを導入し、

所有者情報、苦情内容等を空家等管理台

帳として整備 

 【主なデータ項目】 

  ・住所、位置情報 

  ・土地及び家屋登記簿情報 

  ・所有者等情報 

  ・建物管理状況 

  ・対応記録 

  ・苦情内容 

  ・現地写真 等 
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④空家等に対する措置 

取組内容 取組の効果等 

ア 財産管理制度の活用 【相続財産管理人選任の申立件数】 

 令和３年度 ２件 

イ 特定空家等の認定・措置 【認定件数】 

 令和元年度 ４戸 

 令和２年度 ２戸 

指導等を行い、令和２年度に認定した２戸

は、所有者等との面談等を行い、自主的な

解体が行われ解決 

ウ 行政代執行の実施 令和元年認定の１戸につき、令和３年度行

政代執行を実施 

令和４年度、代執行費用回収 

 

〇前空家等対策計画への評価 

・指導に従わない所有者等へは継続した対応が必要となっているが、適切に管理さ

れていない空家等所有者への指導や訪問により、周辺への影響を軽減させること

ができました。 

・令和元年房総半島台風被災後においては、適切に管理されていない空家等の状 

況が著しく悪化したことから、特定空家等の認定や危険建物の解体撤去等の適切

な対応を実施できました。 

・令和３年度においては、特定空家等の行政代執行への対応に尽力し、令和４年度

は費用の回収まで完了することができました。 

・計画改定のための実態調査とアンケート調査、空家特措法の改正への対応検討に

より、計画の改定対応を行いました。 
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３ 課題 

各種統計調査等の結果やこれまで市に寄せられた空家等に関する相談、計画の評

価等を踏まえ、空家等対策を進めていく上での課題を以下のとおり捉えます。 

 

（１）所有者等に関する課題 

・住宅所有者の高齢化が進んでいる。 

・中長期的な空家等の利用意向がない。 

・空家等問題に対する意識の希薄さ。 

・相続人が多数いるため、権利関係の整理が難しい。 

・解体をしたくても費用がかかるので実行に移すのが困難。 

・住宅所有者や相続人が遠方または不明で、定期的な管理が難しい。 

・建物や相続に関する相談先が不明など、今後どうしていいのか分からない。 

 

（２）中古住宅の利活用に関する課題 

・中古住宅流通シェアが低い水準である。 

・所有者が将来の利用や活用を想定し、空家等を残すケースがある。 

・中古住宅として売買や賃貸等、他用途施設への活用に関するノウハウがない。 

 

（３）税制上の課題 

・住宅を解体すると、住宅用地に対する固定資産税等が上がる可能性があり、 

空家等を残すケースがある。 

  ・管理不全空家等に認定され勧告されると、固定資産税等の住宅用地特例が解

除される可能性がある。 

 

（４）地域性の課題 

・地域の交流が希薄になっており、近隣住民も空家等所有者を知らない。 

・トラブルになりたくないなどの理由から、所有者への働きかけが難しい。 
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■考察 

 課題を整理すると、対応策を以下の３項目に分類できます。 

 

空家等が発生し放置される要因やそこから生じる課題は、ひとつに特定できるも

のではなく、居住中から除却後の跡地利用までの各段階にわたっています。そのた

め、空家等対策を実施していくためには、それぞれの段階に応じた効果的な対策が

必要になっています。また、空家等が放置され老朽化が進むほど、適切な管理が難

しくなり、コストが増大することから、早期の対応が重要であると考えられます。 

 

（１）予防 
住宅所有者の高齢化が進んでいるため、今後も空家等は増加することが予想さ

れます。また、各種調査結果から中長期的な空家等の利用意向がない所有者が多

く、長年空家等が放置され、周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼす可能性があり

ます。 
まずは空家等所有者に対し、空家等問題に対する意識を醸成する対策が求めら

れています。 

（２）流通・活用の促進 
中古住宅流通シェアが低い水準であり、空家等所有者に売買、賃貸等の知識が

なく活用が進まないという問題が挙げられます。このような現状から、所有者に

対しては問題を解決するための支援や適切な相談ができる窓口の周知と活用が求

められています。 

（３）適切に管理されていない空家等への対応 
空家等所有者の高齢化により管理が困難になる場合や、空家等所有者が遠方に

いる場合など定期的な維持、管理が難しいなどの課題が挙げられ、空家管理代行

サービスの周知や活用などが求められています。 
また、解体費用などの経済的な理由から放置され、周辺の生活環境に深刻な影

響を及ぼしている空家等については、是正する対策が必要になります。 
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第３章 基本方針 

空家等は個人の財産であり、所有者等が適切に管理することが原則です。しかし空

家等の所有者等による管理者意識の希薄化などから、空家等を放置し、防災、衛生、

景観等の様々な観点から周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

そこで本計画では、空家等の適切な管理は所有者等が第一義的な責任を有すること

を前提としながらも、市がまちづくりという視点で空家等に関する様々な問題解決の

ために、地域と連携して取り組むこととし、次の３項目を基本方針として定めます。 

 

 

空家等の適切な管理や活用を促進していくことで、市民が良好な環境で安全、安

心に暮らせるまちづくりを目指します。 

 

 

個人の財産については、所有者等が適切に管理すべきであることを原則とした上

で、行政として公益上必要な措置等を適切に講じることとします。 

 

 

空家等の対策は、行政、所有者等のみでは解決できない問題です。そのため、地

域住民や民間事業者などと相互に連携して空家等対策を推進していきます。 

各主体の相互の連携のイメージ 

 

（１）市民が良好な環境で安全、安心に暮らせるまちづくり 

（２）所有者責任を前提とした対策 

（３）多様な連携による空家等対策の推進 
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第４章 空家等の対策 

１ 予防 

空家等の適切な管理は、第一義的には所有者等の責任において行われるべきこと

です。民法上においても、建築物が倒壊し、物が落下するなどして近隣の家屋や通

行人などに被害を及ぼした場合は、所有者等が損害賠償責任を負うこととなり、所

有者等に管理する義務があります。しかし、所有者等が放置された空家等の危険性

や周囲へ及ぼす悪影響を認識していないことから、適切な管理が行われていない場

合があります。 

このため、所有者等がこうした空家等の問題を知り、適切な管理の重要性を十分

認識することが適切な管理がされていない空家等の発生を抑制するために重要と

なります。そこで以下の取組を行います。 

 

（１）市民や所有者等の意識の醸成 

①固定資産税納税通知書を活用した啓発文書の送付 

固定資産税の納税通知書を活用し、空家等の適切な管理を促すための啓発文

書の同封や、封筒の裏面を利用し啓発を図ります。 

 

②市民への啓発活動 

空家等の適切な管理については、所有者等の意識のみの問題だけではなく、

地域の課題として、連携していくことが重要になります。そのため、空家等に

関する支援制度や関連する事項等を整理し、広報やホームページなどを活用し、

啓発を図ります。 

 

③空家ガイドブックの作成 

    空家の管理、売却、賃貸、解体、相続登記等を案内する空家ガイドブック

を作成し、広報やホームページに掲載、庁舎内や公共施設等に設置すること

で、情報提供、意識啓発を行います。 

 

④「住まいの終活」への情報提供 

    高齢者向け講習会や空家等対策セミナー、個別相談会の開催など、住まい

を次世代へ適切に引き継ぐための「終活」の一環となるよう働きかけを行っ

ていきます。 
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⑤相続登記手続に関する周知 

    登記簿上の所有者が亡くなった後、名義人を変更しないままでいると、管

理者や所有者が不明確となり、売却等したい場合に時間がかかる等、多くの

問題が生じるようになります。令和６年４月１日から相続登記申請が義務化

されているため、相続発生後、速やかに登記の申請がされるよう、相続が発

生する前から制度の周知や重要性について情報提供を行います。 

 

⑥空き家の譲渡所得の３，０００万円特別控除の周知 

相続した空家等を３年後の年末までに売却するなど一定の基準を満たす場

合、譲渡所得から３，０００万円が控除される制度について、ホームページ

等で周知を図ることにより、空家問題が長期化しないよう周知します。 

 

（２）自治会等との連携 

適切な管理がされていない空家等の発生を抑制するためには、早期に空家等の状

況を把握する必要があります。そのため、空家等の情報提供において自治会や包括

連携協定を締結した民間企業等との連携を図り、空家等の情報収集に努めます。 

また、社会情勢の動向や空家法の改正内容を踏まえた出前講座を実施していきま

す。 

 

（３）空家等に対する定期パトロールの実施 

本市が把握している空家等について、管理不全空家等や特定空家等になることを

未然に防止するため、定期的にパトロールを実施して状況確認を行います。 
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２ 流通・活用の促進 

空家等対策は空家等の適切な管理に向けた対策だけではなく、空家等の利活用を

図る対策も必要になります。 

活用可能な空家等は地域資源であり、利活用されることにより地域の活性化にも

繋がることから、以下の取組を行います。 

 

（１）相談体制の構築 

①関係団体等と連携 

所有者等の中には、空家等の売却や賃貸などを行いたいと考えていても、ど

のように進めていくのかわからない方もおり、売却等の具体的な相談が市に寄

せられることがあります。こうした相談に対応できるよう、法律の専門家や不

動産事業者などに、より幅広く相談が受けられるよう体制の構築を進め、相談

希望者に対し、周知・啓発を行っていきます。 

 

（２）需要と供給のマッチング 

①空家バンク制度の活用 

袖ケ浦市空家バンク（以下「空家バンク」という。）では、市内にある空家

情報を登録・公開し、所有者と利用希望者の橋渡しを市と一般社団法人千葉県

宅地建物取引業協会南総支部が協力して空家等の有効な活用を促進します。空

家バンクの効果を上げるためには、登録数の底上げが重要であることから、広

報やホームページ等で周知します。 

また、農業委員会事務局等と連携して、「農地付き空家」（※３）の情報共有を

図り、空家バンク制度の登録・活用について促進を検討します。 

（※３）「農地付き空家」 農地法第２条第１項の「農地」が付随している空家 

 



21                                         24 

②高齢者が所有する空家等の活用 

空家所有者の高齢化が進んでいることから、これら高齢者向けのマイホーム

借上げ制度（※４）に加え、リバースモーゲージ（※５）等制度の周知をはかり、空

家等の活用を促進します。 

 

   （※４） マイホーム借上げ制度 

      一般社団法人移住･住みかえ支援機構（ＪＴＩ）が実施。５０歳以上の

方のマイホームを借上げ、安定した賃料収入を保証する公的な制度。 

   （※５） リバースモーゲージ 

      自宅を担保にそこに住み続けながら融資を受ける仕組み。 

 

（３）地域や公共的な施設への利活用 

①市民活動の拠点や社会福祉施設などへの利活用 

空家等の活用方策として、地域の交流スペースや社会福祉施設（子育て支援

施設やグループホームなど）などへの利活用について相談ができる環境づくり

を推進します。 
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３ 適切に管理されていない空家等への対応 

適切に管理されていない空家等は防災、衛生、景観等の様々な観点から周辺の生

活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

空家等の所有者等に対し周囲に影響を及ぼさないよう意識の啓発を行い、周囲に

影響があるなど改善が必要な空家等は、関係機関と連携し、状況改善のための助言・

指導を行い、生活環境の保全を図ります。 

 

（１）実施体制の整備 

①市の受付窓口の一元化と庁内における相談体制 

本市では、空家等に関する問い合わせ窓口を一元化し、空家等の所有者等から

の相談や、周辺住民からの苦情などについて、都市整備課を総合窓口として関係

課と連携して対応しています。空家等がもたらす問題は多岐にわたるため、今後

も関係課が密接に連携し、空家等対策を推進していきます。 
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②袖ケ浦市空家等対策審議会 

本市では、空家等に関する対策の推進等に関し、必要な事項を調査審議するた

め、袖ケ浦市空家等対策審議会を設置しています。この審議会では、市長の諮問

に応じ、袖ケ浦市空家等対策計画の策定、実施、その他空家等に関する対策を推

進するための事項、管理不全空家等及び特定空家等の認定及び措置について調査

審議します。 

 

③空家管理代行サービス 

空家等を適切に管理するには、定期的な点検、維持管理が必要です。しかし、

市外在住の所有者や高齢の所有者が定期的に点検、維持管理を行うためには、費

用や時間等の負担が大きくなります。そのため、所有者に代わり空家等の見回り

と敷地内の除草等を行う空家管理代行サービスを利用することも有効となりま

すので、「空家等の適正な管理の推進に関する協定」に基づき、公益社団法人袖

ケ浦市シルバー人材センターを紹介します。 

 

④空家等管理活用支援法人 

令和５年度空家法の改正により、自治体や所有者等へのサポート体制の構築の

ため、「空家等管理活用支援法人」制度が創設されました。空家等に関する相談

対応や所有者探索等、空家等対策の状況に応じ、法人の指定、制度の活用につい

て検討します。 

 

（２）空家等管理台帳の整備 

空家等の情報は、所在地、所有者など多岐にわたるため、空家等に関する必要な

情報をデータベース化し、空家等管理台帳として整備します。 

なお、空家等管理台帳の情報は、袖ケ浦市個人情報の保護に関する法律施行条例

に基づき適正に管理します。 

 

（３）空家等の除却等に関する支援施策 

適切に管理されていない空家等については、除却など跡地利用も含めた国や県の

支援施策について活用を図ります。 
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（４）財産管理制度の活用 

  空家所有者等が行方不明等である場合には、財産管理制度を活用し、適切に管

理されていない空家等の解消に努めます。 

 

財産管理制度の概要 

制度名 概要 

不在者財産管理制度 

（民法第２５条） 

所有者が従来の住所又は居所を去り、容易に

戻る見込みがない場合 

相続財産清算制度 

（民法第９５２条） 

相続人のあることが明らかでない場合 

所有者不明建物管理制度 

（民法第２６４条の８） 

所有者を知ることができず、又はその所在を

知ることができない場合 

管理不全土地・建物管理制度 

（民法第２６４条の９、２６４条

の１４） 

所有者による管理が適切でなく、他人の権利

が侵害され、又はそのおそれがある場合 

 

 （５）他の法令等との関係 

空家等の状況によって、建築基準法、道路法など他の法令等による措置が考えら

れることから、その物的状態や悪影響の程度、危険等の切迫性等を総合的に判断し、

関係機関と連携して対応していきます。 
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４ 管理不全空家等及び特定空家等に対する対策 

（１）方針 

空家等のうち、管理不全空家等や特定空家等に該当するおそれがあるものにつ

いては、速やかな改善が求められることから、早期に改善依頼、助言を行うこと

が必要です。まずは改善依頼、助言を適切に行い、所有者による自主的な対応を

粘り強く求めていきます。 
再三の改善依頼、助言にもかかわらず、改善がみられない場合には、その経緯

等を踏まえつつ、管理不全空家等及び特定空家等に該当するかを判断し、認定さ

れた場合には法に基づく措置を講じます。 

 
（２）管理不全空家等及び特定空家等の認定 

   管理不全空家等及び特定空家等については、国によって示された「管理不全

空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指

針（ガイドライン）」を踏まえ、袖ケ浦市空家等対策審議会において令和〇年〇

月に策定された「袖ケ浦市管理不全空家等及び特定空家等判断基準」に基づき、

袖ケ浦市空家等対策審議会に諮問した上で認定します。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆「管理不全空家等」 

空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当

することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等 

 

◆「特定空家等」 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又はそのまま放置

すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことに

より著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置す

ることが不適切である状態にあると認められる空家等 
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（３）管理不全空家等及び特定空家等に対する措置 
管理不全空家等及び特定空家等に対する措置は、次のとおりです。なお、法に

基づく措置については、必要に応じて袖ケ浦市空家等対策審議会に諮ります。 
また、「勧告」の対象となった管理不全空家等及び特定空家等に係る土地につ

いては、固定資産税等の住宅用地特例が解除されます。 

 

   
 

【固定資産税等の住宅用地特例の概要】 

 小規模住宅用地 

（200 ㎡以下の部分） 

一般住宅用地 

（200 ㎡を超える部分） 

固定資産税の課税標準 １/６に減額 １/３に減額 

都市計画税の課税標準 １/３に減額 ２/３に減額 

固定資産税等の住宅用地特例は、住宅政策上の見地から、居住の用に供する住宅用地につい

て税負担の軽減を図るために設けられた措置であり、土地が住宅用地に該当する場合には、固

定資産税等が減額されるものです。 
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５ その他の取組 

現在居住している住宅の性能等が不十分であると、長期間居住することを難し

くし、空家等の発生要因の一つになっています。新築、既存を含め、安心して住

み続ける良好な住環境の保全、形成を推進することが定住を促し、空家等の発生

抑制に繋がるものと考えられます。 

よって、関係各課が連携を図りながら、広報やホームページ等を利用して広く

市民等に対して、各施策の活用について情報提供を図っていきます。 

 

（１）住宅耐震改修促進事業（都市整備課） 

地震により住宅の倒壊等の被害から市民の生命、身体及び財産を保護するため、

木造住宅における耐震診断、耐震改修工事及び耐震改修工事と併せて行うリフォー

ム工事の費用の一部を助成しています。 

 

（２）固定資産税の減額（課税課） 
住宅耐震改修又はバリアフリー改修に係る一定の工事を実施した住宅について

は、固定資産税が一定の期間減額になります。 

 

（３）障害者等日常生活用具給付等事業（障がい者支援課） 

障がい者（児）の移動等を円滑にする住宅改修の費用について給付をしています。 

 

（４）介護保険 住宅改修費の支給（介護保険課） 

要介護（要支援）認定を受けている方が、自宅で安全に安心して暮らせるように、

手すりの取付けや段差の解消などの工事を行う場合に、保険給付が受けられます。 

 

（５）世代間支え合い家族支援事業（高齢者支援課） 

高齢者の孤立を防ぎ、家族の絆の再生をはかることを目的として、離れて暮らし

ている高齢者である親と子等が袖ケ浦市で同居または近隣に居住するために、住宅

の新築、購入、増改築または転居をした場合の費用の一部を助成しています。 

 

（６）住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金交付事業（環境管理課） 

  住宅用設備において地球温暖化対策の推進及び電力の強靭化に資する設備を設

置するものに対し、費用の一部を補助しています。 

 

（７）合併処理浄化槽設置補助事業（廃棄物対策課） 

  生活排水による公共用水域の水質汚濁防止を図るため、合併処理浄化槽設置事

業に要する費用の一部を補助しています。 
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第５章 成果目標 

本計画を計画的、効果的に進めていくために、次のとおり目標を設定します。 

 

（１）目標設定の考え方 

   現在の社会情勢からすると、今後も適切に管理されていない空家等の増加は

避けられない見通しであると考えます。 

   このような状況の中で、空家等の有効活用を図るとともに、市民の生活環境

に悪影響を及ぼす空家等の増加を抑えるため、以下の項目を目標値として設定

します。 

   ・空家等対策に対する意識の醸成のため、講習会やセミナー等の開催回数 

   ・空家等の有効活用の促進を図るため、空家バンク事前情報提供制度申込件

数と空家バンク物件登録件数 

   ・適切に管理されていない空家等への指導や状況確認等によって改善される

空家等の改善戸数 

   ・相続放棄等された空家等に対応するため、財産管理制度の活用件数 

 

（２）目標 

項目 令和５年度現状値 令和１３年度目標値 

講習会やセミナー等の開催回数 ― ２回／年 

空家バンク事前情報提供制度申込件数 ８件／年 １６件／年 

空家バンク物件登録件数（累計） １４件 ２０件 

適切に管理されていない空家等の改善戸数 ２４戸／年 ４０戸／年 

財産管理制度の活用件数 ― １件／年 
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資料編 

〇空家等対策の推進に関する特別措置法 

〔平成二十六年十一月二十七日号外法律第百二十七号〕 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民

の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保

護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空

家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二

項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進

するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推

進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住

その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に

定着する物を含む。第十四条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地方公共団

体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険と

なるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行わ

れていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図

るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の収

集及び提供その他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用の

促進に関し、国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等

に関する対策の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他

空家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の

提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなけれ

ばならない。 

（空家等の所有者等の責務） 
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第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪

影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実

施する空家等に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

（基本指針） 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施する

ための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あらかじ

め、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、

基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）

を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等

に関する対策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促

進に関する事項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第

二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項まで

の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家等

の数及びその分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域における経済的

社会的活動の促進のために当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要となると

認められる区域（以下「空家等活用促進区域」という。）並びに当該空家等活用促進区域

における空家等及び空家等の跡地の活用の促進を図るための指針（以下「空家等活用促進

指針」という。）に関する事項を定めることができる。 
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一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中心

市街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生拠

点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）第

二条第二項に規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能を

有する区域として国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必要

な空家等の種類及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八条

において「誘導用途」という。）に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の

活用を通じた経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等活用

促進区域内の空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二

条第一号に規定する建築物をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空家等の

跡地に新築する建築物をいう。次項及び第十項において同じ。）について第十七条第一項

の規定により読み替えて適用する同法第四十三条第二項（第一号に係る部分に限る。次項

において同じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み替えて適用する同法第四十

八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項において

準用する場合を含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定の適用を受けるた

めの要件に関する事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二項

の規定の適用を受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適用要

件」という。）は、特例適用建築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メートル未満

の道（同法第四十三条第一項に規定する道路に該当するものを除く。）に二メートル以上

接するものに限る。）について、避難及び通行の安全上支障がなく、かつ、空家等活用促

進区域内における経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善に資するものと

して国土交通省令で定める基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区

域内の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指

定都市及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規定する

事項を定める場合において、市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第

七条第一項に規定する市街化調整区域をいう。第十八条第一項において同じ。）の区域を
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含む空家等活用促進区域を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域の区域及

び空家等活用促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議をしなければならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七条

第二項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項まで

の規定のただし書の規定の適用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」という。）

に関する事項を記載するときは、あらかじめ、当該事項について、当該空家等活用促進区

域内の建築物について建築基準法第四十三条第二項第一号の規定による認定又は同法第

四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項にお

いて準用する場合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定のただし書の規定によ

る許可の権限を有する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。

以下この項及び次項において同じ。）と協議をしなければならない。この場合において、

用途特例適用要件に関する事項については、当該特定行政庁の同意を得なければならない。 

10 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁は、

特例適用建築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進区域

における経済的社会的活動の促進のためにやむを得ないものであると認めるときは、同項

の同意をすることができる。 

11 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項及び

第十八条第一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、開発

及び保全の方針及び同法第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調

和が保たれたものでなければならない。 

12 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

13 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、

技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

14 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協

議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の

議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が

必要と認める者をもって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第二章 空家等の調査 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を

把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うこと

ができる。 

２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、空

家等の所有者等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくは

その委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 
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３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所

に立ち入らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通

知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、

この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す

証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報

であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のため

に必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内

部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているものの

うち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用す

る目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するも

のについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必

要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関

係する地方公共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空家等

の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は

賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適

切に管理されているものに限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条において同じ。）

に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。 

第三章 空家等の適切な管理に係る措置 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれ

ば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態に

あると認められる空家等（以下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指

針（第六条第二項第三号に掲げる事項に係る部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等

が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な措置をとるよう指導を

することができる。 
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２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状

態が改善されず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと

認めるときは、当該指導をした者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家

等が特定空家等に該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置につい

て勧告することができる。 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるとき

は、家庭裁判所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規定に

よる命令又は同法第九百五十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求を

することができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると

認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の請

求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要が

あると認めるときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百六十

四条の十四第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

第四章 空家等の活用に係る措置 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者

が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供

その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長は、

空家等活用促進区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当する

ものに限る。以下この条において同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の経済的

社会的活動の促進のために必要があると認めるときは、当該空家等の所有者等に対し、当

該空家等について空家等活用促進指針に定められた誘導用途に供するために必要な措置

を講ずることを要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認め

るときは、その要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処分に

ついてのあっせんその他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が

第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された

ときは、当該公表の日以後は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法

第四十三条第二項第一号の規定の適用については、同号中「、利用者」とあるのは「利用

者」と、「適合するもので」とあるのは「適合するもの又は空家等対策の推進に関する特

別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用

する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画に定め
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られた同条第六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定する特例適用建築

物で」とする。 

２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条

第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、

当該公表の日以後は、同条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八

条第一項から第十三項までの規定の適用については、同条第一項から第十一項まで及び第

十三項の規定のただし書の規定中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、」と、「認

め、」とあるのは「認めて許可した場合」と、同条第一項ただし書中「公益上やむを得な

い」とあるのは「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）

第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された

同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第九項に規定する用途特例適用

要件（以下この条において「特例適用要件」という。）に適合すると認めて許可した場合

その他公益上やむを得ない」と、同条第二項から第十一項まで及び第十三項の規定のただ

し書の規定中「公益上やむを得ない」とあるのは「特例適用要件に適合すると認めて許可

した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項ただし書中「特定行政庁が」とあ

るのは「特定行政庁が、特例適用要件に適合すると認めて許可した場合その他」とする。 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）

の規定により公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街化調整区

域に該当する区域に限る。）内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第十項に規

定する建築物をいう。以下この項において同じ。）について、当該建築物を誘導用途に供

するため同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条第一項の許可（いずれも当該建築

物の用途の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条第八項の協議の結果を

踏まえ、当該建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適切な配慮をするもの

とする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する空家

等対策計画に記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用途

に供するため農地法（昭和二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定による許可

その他の処分を求められたときは、当該空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮を

するものとする。 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二

十一条に規定する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村からの委

託に基づき、空家等の活用のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の空家等

の活用に関する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住

宅供給公社法第四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する

業務」とあるのは、「第二十一条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置

法（平成二十六年法律第百二十七号）第十九条第一項に規定する業務」とする。 
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（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 

第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第

百号）第十一条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空家

等活用促進区域内における空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社

会的活動の促進を図るために必要な調査、調整及び技術の提供の業務を行うことができる。 

（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成十

七年法律第八十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条第一

項に規定する空家等管理活用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活

用の促進に必要な資金の融通に関する情報の提供その他の援助を行うことができる。 

第五章 特定空家等に対する措置 

第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置す

れば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそ

れのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）

をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等

の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予

期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要

な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措

置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の

猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命

じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び

提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意

見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対

し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措

置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなけ

ればならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によっ

て命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に

規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証

拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜら

れた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期
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限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の

定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせるこ

とができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置

を命ぜられるべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確知する

ことができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われ

るべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うことがで

きないときを含む。）は、市町村長は、当該命令対象者の負担において、その措置を自ら

行い、又はその命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項において「措置実施者」

という。）にその措置を行わせることができる。この場合においては、市町村長は、その

定めた期限内に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びその期限までにその措置

を行わないときは市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措置に要した費用を徴

収する旨を、あらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態に

ある等当該特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保

全を図るために必要な措置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項までの規

定により当該措置をとることを命ずるいとまがないときは、これらの規定にかかわらず、

当該特定空家等に係る命令対象者の負担において、その措置を自ら行い、又は措置実施者

に行わせることができる。 

12 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第六条

の規定を準用する。 

13 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交

通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

14 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。こ

の場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げては

ならない。 

15 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第

十二条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

16 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図る

ために必要な指針を定めることができる。 

17 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省

令・総務省令で定める。 

第六章 空家等管理活用支援法人 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規

定する特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若しく

は活用を図る活動を行うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正か

つ確実に行うことができると認められるものを、その申請により、空家等管理活用支援法

人（以下「支援法人」という。）として指定することができる。 
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２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住所

及び事務所又は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更す

るときは、あらかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなけ

ればならない。 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等

の管理又は活用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又

はその活用を図るために必要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他

の空家等の管理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務

を行うこと。 

（監督等） 

第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要

があると認めるときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認め

るときは、支援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命

ずることができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項の

規定による指定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければなら

ない。 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の

提供又は指導若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があると

して、空家等の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関連情報」

という。）の提供の求めがあったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、

当該支援法人に対し、所有者等関連情報を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するときは、

あらかじめ、当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等関連情報

によって識別される特定の個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 
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（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、

国土交通省令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更をするこ

とを提案することができる。この場合においては、基本指針に即して、当該提案に係る空

家等対策計画の素案を作成して、これを提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は

変更をするか否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。

この場合において、空家等対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由

を明らかにしなければならない。 

（市町村長への要請） 

第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理

のため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による請求

をするよう要請することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、

第十四条各項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定によ

る請求をする必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請

をした支援法人に通知するものとする。 

第七章 雑則 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策

の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補

助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づ

く空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の

措置を講ずるものとする。 

第八章 罰則 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の

過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定によ

る立入調査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から

施行する。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布

の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

〔平成二七年二月政令五〇号により、本文に係る部分は、平成二七・二・二六から、

ただし書に係る部分は、平成二七・五・二六から施行〕 

（検討） 
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２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案

し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づい

て所要の措置を講ずるものとする。 
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○袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例 

平成30年９月28日条例第32号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以

下「法」という。）に定めるもののほか、空家等に関する対策の推進に関し必要な事

項を定めることにより、市民等の生命、身体及び財産を保護するとともに、良好な生

活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進し、もって公共の福祉の増進と地

域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「市民等」とは、市内に居住し、若しくは在勤する者又は市

内の土地若しくは建築物の所有者若しくは権原に基づく占有者をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語は、法において使用す

る用語の例による。 

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、自己の責任

において空家等の適切な管理を行わなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、法第７条第１項に規定する空家等対策計画を作成し、空家等の所有者等

の適切な管理、空家等の活用の促進その他の空家等に関する施策を総合的かつ計画的

に実施するものとする。 

２ 市は、自治会その他の関係団体と連携し、市民等に対し空家等の適切な管理に関す

る意識の啓発を行うものとする。 

（市民等の役割） 

第５条 市民等は、適切な管理が行われていない空家等があると認めるときは、市長に

対し、当該空家等に関する情報を提供するよう努めるものとする。 

２ 市民等は、地域の生活環境の保全に努めるとともに、市が前条第１項の規定により

実施する施策に協力するものとする。 

（代行措置） 

第６条 市長は、法第22条第３項の規定による命令を受けた所有者等からやむを得ない

理由により、当該命令に係る措置を履行することができない旨の申出があった場合に

おいて、当該措置を緊急に講ずる必要があると認めるときは、当該所有者等の同意を

得て、当該措置を自ら行うことができる。 

２ 市長は、前項の措置を講じたときは、当該所有者等から当該措置に要した費用を徴

収するものとする。 

（公表） 

第７条 市長は、法第22条第３項の規定による命令を受けた所有者等が正当な理由なく

当該命令に従わないときは、次に掲げる事項を公表することができる。 
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(１) 当該命令に従わない者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在

地並びに名称及び代表者の氏名） 

(２) 当該命令の対象となった特定空家等の所在地 

(３) 当該命令の内容 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あらかじめ、当該公表の対象

となる者に、意見を述べる機会を与えなければならない。 

（空家等対策審議会） 

第８条 空家等に関する対策の推進等に関し必要な事項を調査審議するため、袖ケ浦市

空家等対策審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議するものとする。 

(１) 法第７条第１項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する

事項 

(２) 管理不全空家等及び特定空家等の認定に関する事項 

(３) 法第13条に規定する管理不全空家等に対する措置に関する事項 

(４) 法第22条に規定する特定空家等に対する措置に関する事項 

(５) 前条に規定する公表に関する事項 

(６) その他空家等に関する対策を推進するため市長が必要と認める事項 

３ 審議会は、委員５人以内で組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 学識経験のある者 

(２) 関係行政機関の職員 

(３) その他市長が必要と認める者 

５ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残

任期間とする。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様と

する。 

（協力要請） 

第９条 市長は、空家等の適切な管理が行われていない状態を解消するために必要があ

ると認めるときは、本市の区域を管轄する警察その他の関係機関に必要な措置等につ

いて協力を求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定による協力要請に際し、必要な情報を関係機関に提供すること

ができる。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成30年10月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例の施行の際現に改正前の条例第15条第４項の規定により委嘱された袖ケ浦

市空き家等対策審議会の委員である者は、この条例の施行の日に、第８条第４項の規

定により、審議会の委員として委嘱されたものとみなす。この場合において、その委

嘱されたものとみなされる者の任期は、同条第５項本文の規定にかかわらず、平成31

年３月31日までとする。 

（袖ケ浦市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 袖ケ浦市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和46年

条例第26号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（令和５年10月12日条例第20号） 

この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年

法律第50号）の施行の日から施行する。 

附 則（令和６年３月15日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例施行規則 

平成30年10月１日規則第25号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以

下「法」という。）及び袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例（平成30年条例第32

号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、法及び条例で使用する用語の例による。 

（管理不全空家等及び特定空家等の認定） 

第３条 法第13条第１項の規定による管理不全空家等及び法第２条第２項の規定による

特定空家等の認定は、市長が定める判断基準によるものとする。 

２ 前項の特定空家等の認定をするときは、あらかじめ袖ケ浦市空家等対策審議会（以

下「審議会」という。）の意見を聴かなければならない。 

（報告） 

第４条 法第９条第２項の規定による報告の求めは、空家等に係る事項に関する報告徴

収書（様式第１号）により行うものとする。 

２ 法第９条第２項の規定による報告は、空家等に係る事項に関する報告書（様式第１

号の２）により行うものとする。 

（立入調査） 

第４条の２ 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第２号）

により行うものとする。 

２ 法第９条第４項に規定する身分を示す証明書は、立入調査員証（様式第２号の２）

とする。 

（勧告） 

第５条 法第13条第２項の規定による勧告は、管理不全空家等への勧告書（様式第３号）

により、法第22条第２項の規定による勧告は、特定空家等への勧告書（様式第３号の

２）により行うものとする。 

（命令） 

第６条 法第22条第３項の規定による命令は、命令書（様式第４号）により行うものと

する。 

２ 法第22条第４項に規定する通知書は、命令に係る事前の通知書（様式第５号）とす

る。 

３ 法第22条第４項に規定する意見書は、命令に係る事前の意見書（様式第６号）とす

る。 

４ 法第22条第５項の規定による意見の聴取の請求は、意見聴取請求書（様式第７号）

により行うものとする。 

５ 法第22条第７項の規定による通知は，意見聴取開催通知書（様式第８号）により行

うものとする。 
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６ 法第22条第13条に規定する標識は、標識（様式第９号）とする。 

（代行措置） 

第７条 条例第６条第１項の規定による申出は、代行措置に係る申出書（様式第10号）

により行うものとする。 

２ 市長は、条例第６条第１項の規定による申出があったときは、その内容を審査した

上、承認の可否を決定し、代行措置承認（不承認）通知書（様式第11号）により、当

該申出を行った所有者等に通知するものとする。 

３ 条例第６条第１項の規定により所有者等から同意を得る事項は、次に掲げるとおり

とする。 

(１) 代行措置の対象 

(２) 代行措置の内容 

(３) 代行措置の概算費用 

(４) 所有者等の費用負担 

(５) その他市長が必要と認める事項 

４ 市長は、前項に規定する事項について所有者等から同意を得るときは、代行措置に

係る同意書（様式第12号）の提出を受けるものとし、当該代行措置を実施するときは、

その概要を所有者等に通知するものとする。 

（公表） 

第８条 条例第７条第１項の規定による公表は、次に掲げる方法により行うものとする。 

(１) 袖ケ浦市公告式条例（昭和46年条例第２号）第２条第２項に規定する掲示場へ

の掲示による方法 

(２) 特定空家等に標識を設置する方法 

(３) 市ホームページに掲載する方法 

(４) その他市長が必要と認める方法 

２ 前項の公表を行うときは、その旨を公表通知書（様式第13号）により所有者等に通

知するものとする。 

（意見を述べる機会の付与） 

第９条 条例第７条第２項の規定による意見を述べる機会の付与は、所有者等に意見陳

述の機会付与に係る意見書（様式第14号）を提出させて行うものとする。ただし、市

長が認める場合は、口頭で行うことができる。 

２ 市長は、前項の意見陳述の機会付与に係る意見書の提出期限（口頭により意見を述

べる機会の付与を行う場合には、その日時）までに、相当の期間をおいて、所有者等

に対し、意見陳述の機会付与に係る通知書（様式第15号）により通知するものとする。 

（代執行） 

第10条 法第22条第９項の規定に基づく行政代執行法（昭和23年法律第43号）第３条第

１項の規定による戒告は、戒告書（様式第16号）により行うものとする。 

２ 法第22条第９項の規定に基づく行政代執行法第３条第２項の規定による代執行令書

の通知は、代執行令書（様式第17号）により行うものとする。 
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３ 法第22条第９項の規定に基づき代執行を行う場合において、行政代執行法第４条に

規定する執行責任者たる本人であることを示すべき証票は、執行責任者証（様式第18

号）とする。 

（審議会の組織等） 

第11条 審議会の委員の構成は、次に掲げるとおりとする。 

(１) 学識経験のある者 ３人以内 

(２) 関係行政機関の職員 １人以内 

(３) その他市長が必要と認める者 １人以内 

（審議会の会長及び副会長） 

第12条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（審議会の会議） 

第13条 審議会の会議（以下この条において「会議」という。）は、会長が招集し、そ

の議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意

見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（審議会の庶務） 

第14条 審議会の庶務は、都市建設部都市整備課において処理する。 

（委任） 

第15条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。 

附 則 

この規則は、平成30年10月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月31日規則第29号） 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年10月12日規則第34号） 

この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律（令和５年

法律第50号）の施行の日から施行する。 

附 則（令和６年３月15日規則第２号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

様式第１号～様式第１８号 

 略 

 



＜現状＞

１ 人口動態

人口・世帯数は増加しています。また、本市においても少子高齢

化が進んでいます。

２ 空家等の状況

市が行った令和５年度の空家調査では空家等が２９５戸となってい

ます。

なお、空家等のうち、適正管理が１４８戸、不適正管理が１４７戸

となっています。

また、空家等に関する相談件数は、増加傾向にあります。

＜課題＞

袖ケ浦市空家等対策計画【概要版】

１ 計画策定の背景と目的

「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」が施行されたことに伴い、改正内容に対応し
た空家等対策をより一層推進するため改定します。

２ 計画の位置付け

空家法第７条に規定する空家等対策計画で、本市の上位計画である総合計画などと連携し計画を推進します。

３ 計画期間

令和７年度から令和１３年度までの７年間とします。

４ 計画の対象

市内全域を対象とし、空家等の種類は、法で規定する「空家等」「特定空家等」「管理不全空家等」とします。

空家等対策を推進するために、次の３項目を基本方針として定めます。

（１）所有者等に関する課題
・住宅所有者の高齢化、中長期的な空家等の
利用意向がない、意識の希薄さ、相続関係
の整理が難しい、解体費用の問題、住宅所
有者や相続人が遠方または不明で管理が難
しい。

（２）中古住宅の利活用に関する課題
・中古住宅流通シェアが低い水準、売買や賃
貸等のノウハウ不足。

（３）税制上の課題
・住宅を取り壊すことによる固定資産税等の
問題。

（４）地域性の課題
・地域交流の希薄さ。

＜予防＞
意識を醸成する対策が求めら
れています。

＜流通・活用の促進＞
問題を解決するための支援や
適切な相談ができる窓口の周
知と活用が求められていま
す。

＜適切に管理されていない空
家等への対応＞
是正する対策が必要になりま
す。

課
題
を
整
理
す
る
と

1 •市民が良好な環境で安全、安心に暮らせるまちづくり

2
•所有者責任を前提とした対策

3
•多様な連携による空家等対策の推進

第１章 計画の趣旨

第２章 本市の現状と課題

第３章 基本方針

第４章 空家等の対策

本計画を計画的、効果的に進めていくために、次のとおり目標を設定します。

第５章 成果目標

＜適切に管理されていない空家等への対応＞

○実施体制の整備

①市の受付窓口の一元化と庁内における相談体制
②袖ケ浦市空家等対策審議会
③空家管理代行サービス
④空家等管理活用支援法人

○空家等管理台帳の整備

○空家等の除却等に関する支援施策

〇財産管理制度の活用

〇他の法令等との関係

＜予防＞

○市民や所有者等の意識の醸成

①固定資産税納税通知書を活用した啓発文書の送付
②市民への啓発活動
③空家ガイドブックの作成
④「住まいの終活」への情報提供
⑤相続登記手続に関する周知
⑥空き家の譲渡所得の3,000万円特別控除の周知

○自治会等との連携

〇空家等に対する定期パトロールの実施

＜流通・活用の促進＞

○相談体制の構築

①関係団体等と連携

○需要と供給のマッチング

①空家バンク制度の活用
②高齢者が所有する空家等の活用

○地域や公共的な施設への利活用

①市民活動の拠点や社会福祉施設などへの利活用

＜管理不全空家等及び特定空家等に対する対策＞

○方針

改善依頼、助言を行い、所有者による自主的な対応を粘り
強く求めます。なお、改善がみられない場合は管理不全空
家等及び特定空家等に該当するか判断し、認定した場合は

法に基づく措置を講じます。

○管理不全空家等及び特定空家等の認定

袖ケ浦市管理不全空家等及び特定空家等判断基準に基づき、
袖ケ浦市空家等対策審議会に諮問した上で認定します。

○管理不全空家等及び特定空家等に対する措置

管理不全空家等及び特定空家等に認定された以降は、法に
基づき措置を講じます。なお、勧告後、改善されない場合
には、固定資産税等の住宅用地特例は解除されます。

各主体の相互の連携のイメージ

適正管理されてい

るもの, 148戸

昭和地区, 
21戸

長浦地区, 
23戸

根形地区, 
16戸

平岡地区, 
52戸

中川・富岡地区, 
32戸

早急な対策が必要

なもの, 3戸

不適正管
理なもの，
147戸

空家等の状況

計 295戸
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袖ケ浦市空家等対策計画（新旧対照表） 

改 定 後 現   行 備考 

第１章 計画の趣旨 

１ 計画策定の背景と目的 

少子高齢化や核家族化の進展等により        、全国的に空家等が増

加しています。中でも、適切に管理されていない空家等が放置されることにより、

防災、衛生、景観等の様々な観点から周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしてい

ます。このことは、本市においても例外ではなく、空家等の所有者等の連絡先が

不明であること等から、「迷惑を受けている」、「不安を感じる」など切実な相

談が市民等から市へ寄せられており、その件数は年々増加している状況です。 

これまで本市では、平成２７年４月に「袖ケ浦市空き家等の適正な管理に関す

る条例（平成３０年１０月「袖ケ浦市空家等対策の推進に関する条例」に改正。

以下、「空家条例」という。）」を施行し、空家等の所有者等に対し、周辺の生

活環境に悪影響を及ぼさないよう、適切な管理を促してきました。 

国においては、平成２６年１１月２７日「空家等対策の推進に関する特別措置

法（以下「空家法」という。）」が公布され、平成２７年５月２６日に全面施行

し、市区町村の役割として「空家等対策計画」の作成や空家等に関する対策の実

施において適切な措置を講ずるよう責務を課しています。           

                     

これらの経緯を踏まえ、平成２９年３月に「袖ケ浦市空家等対策計画」を策定

し、空家等対策に取り組んできましたが、策定から相当年数が経過したことや令

和５年１２月に「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」

が施行されたことに伴い、改正内容に対応した空家等対策をより一層推進するた

め改定します。 

２ 計画の位置付け 

袖ケ浦市空家等対策計画は、空家法第７条に規定する空家等に関する対策につ

いての計画であり、本市の上位計画である総合計画や都市計画マスタープラン等 

   の各種計画と整合を図り、計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 計画の趣旨 

１ 計画策定の背景と目的 

少子高齢化や核家族化等の社会情勢の変化に伴い、近年、全国的に空家等が増

加しています。中でも、適切に管理されていない空家等が放置されることにより、

防災、衛生、景観等の様々な観点から周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしてい

ます。このことは、本市においても例外ではなく、空家等の所有者等の連絡先が

不明であること等から、「迷惑を受けている」、「不安を感じる」など切実な相

談が市民等から市へ寄せられており、その件数は年々増加している状況です。 

このことから、平成26年12月25日に「袖ケ浦市空き家等の適正な管理に関する

条例」を公布し、平成27年4月1日に施行しました。また、国においても、空家等

がもたらす様々な問題に対応するため平成26年11月27日「空家等対策の推進に関

する特別措置法（以下「法」という。）」が公布され、平成27年5月26日に全面施

行となりました。国は法の中で、空家等の所有者等に対し、周辺の生活環境に悪

影響を及ぼさないように適切な管理に努めるよう責務を課すとともに、市区町村

に対しては、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、「空家等

対策計画」を定めることができるとし、空家等に関する対策の実施において適切

な措置を講ずるよう責務を課しています。 

これらの経緯を踏まえ、市民の生命、身体及び財産を保護するとともに、その

生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進し、安全、安心で環境の整

ったまちづくりに寄与することを目的として、本計画を策定します       

                                     

        

２ 計画の位置付け 

袖ケ浦市空家等対策計画は、法第６条  に規定する空家等に関する対策につ

いての計画であり、本市の上位計画である総合計画や未来をひらく袖ケ浦創生プ

ラン等の各種計画と整合を図り、計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

【文言修正等】 

改定経緯を更新。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言修正】 

法改正に伴う条ずれ等を修正。 

 

 

【図差替】 

 

 

 

 

 

 

 

根拠 整合 

袖ケ浦市 

空家等対策計画 

袖ケ浦市総合計画 

都市計画マスタープラン 

景観計画 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

など 

空家等対策の推進に

関する特別措置法 

空家等に関する施策を総

合的かつ計画的に実施す

るための基本的な方針 
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３ 計画期間 

本計画期間は、袖ケ浦市総合計画の終期に合わせ、令和７年度から令和１３年

度までの７年間とします。なお、各種施策の実施による効果や市内における空家

等の状況の変化を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとします。 

４ 計画の対象 

（１）対象とする空家等の種類 

本計画は、空家法第２条に定める「空家等」及び「特定空家等」並びに空家法

第１３条に定める「管理不全空家等」を対象とします。 

 

①空家等（空家法第２条第１項） 

「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の

使用がなされていないこと（※１）が常態である（※２）もの及びその敷地（立木

その他の土地に定着する物を含む。）をいいます。ただし、国又は地方公共

団体が所有し、又は管理するものを除きます。 

 

  
 

②特定空家等（空家法第２条第２項） 

「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となる

おそれのある状態又はそのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれの

ある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なってい

る状態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切で

ある状態にあると認められる空家等をいいます。 

 

③管理不全空家等（空家法第１３条第１項） 

「管理不全空家等」とは、空家等が適切な管理が行われていないことによ

りそのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態に

あると認められる空家等をいいます。 

 

（２）対象とする地区 

本計画は、空家等実態調査等の結果を踏まえ、市内全域を対象とします。 

ただし、今後空家等の活用が特に必要と認められる場合は、「空家等活用促進

区域」の指定について検討します。 

３ 計画期間 

計画期間 は平成29年度から平成33年度までの5年間            

       とします。なお、各種施策の実施による効果や市内における空家

等の状況の変化を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとします。 

４ 計画の対象 

（１）対象とする空家等の種類 

計画の対象とする空家等の種類は、法で規定する「空家等」とします。 

なお、法で規定する空家等とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住

その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の

土地に定着するものを含む）をいいます。ただし、国又は地方公共団体が所有し、

又は管理するものを除きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対象とする地区 

本市では、以前から市内各地において空家等に関する相談や苦情が多数寄せられ

ているため、市内全域を対象とします。ただし、今後重点的に空家等対策を進める

必要がある場合は、「重点対象地区」の指定について検討します。 

 

【文言修正】 

計画期間を更新。 

 

 

 

 

【文言修正】 

法改正に伴い、「管理不全空家

等」が新たに追加されたことか

ら、定義を整理。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言整理】 

法改正に伴い、用語修正。 

 

 

（※１）居住その他の使用がなされていないこと 

日常生活が営まれていない、営業が行われていないなど現に意図をもって使い

用いていないことをいいます。 

（※２）常態である 

概ね年間を通じて使用実績がない状態であることを指します。 

◆「居住その他の使用がなされていないこと」 

日常生活が営まれていない、営業が行われていないなど現に意図をもって使い用いていな 

いことをいいます。 

◆「常態である」 

概ね年間を通じて使用実績がない状態であることを指します。 
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第２章 本市の現状と課題 

１ 人口動態 

（１）人口・世帯数 

本市の人口は、昭和４５年に２５，５００人、世帯数５，３３４世帯でした

が、京葉工業地帯の一翼を担う臨海コンビナートの形成を契機に、土地区画整

理事業等により宅地の造成が進んだことから、右肩上がりで増加し、令和２年

には、６３，８８３人（昭和４５年比：２．５１倍）世帯数２５，４３０世帯

となりました。 

 

 

＜資料：国勢調査＞ 

（２）人口構成の推移 

平成３年４月の市制施行時と令和６年４月の人口構成を比較すると、その形

状から１５歳未満の年少人口が減少している一方で、６５歳以上の老年人口が

増加しています。 

 

＜資料：住民基本台帳＞ 

第２章 本市の現状と課題 

１ 人口動態 

（１）人口・世帯数 

袖ケ浦市の人口は、昭和45年に25,500人、世帯数5,334世帯でしたが、京葉工業

地帯の一翼を担う臨海コンビナートの形成を契機に、土地区画整理事業等により宅

地の造成が進んだことから、右肩上がりで増加し、平成27年には、60,952人（昭和

45年比：2.39倍）世帯数22,652世帯となりました。 

 

＜資料：国勢調査＞ 

（２）地区別の世帯数及び人口の状況 

地区別の世帯数・人口については、昭和地区、長浦地区、根形地区で人口・世帯

数が増加しています。一方で、平岡地区、中川・富岡地区では、世帯数は増加して

いますが、人口は減少しています。 

 

＜資料：住民基本台帳＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【時点更新】 

今回の改定に伴い直近の内容

に更新。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【内容修正】 

（２）と（３）の入れ替えを行

い、状況は今回の改定に伴い直

近の内容に更新。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25,500 

63,883 

5,334 

25,430 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2

（人）

総人口 総世帯数

25,500 

60,952 

5,334 

22,652 

4.78

2.69

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

（人）（人）

総人口 総世帯数 平均世帯人数

世帯数（人） 人口（人） 世帯数（人） 人口（人） 増減数（人） 増減率（％） 増減数（人） 増減率（％）

昭和地区 3,645 11,931 6,850 16,728 3,205 87.93 4,797 40.21
長浦地区 6,398 21,841 11,537 26,935 5,139 80.32 5,094 23.32
根形地区 1,350 4,967 2,346 6,000 996 73.78 1,033 20.80
平岡地区 2,335 8,402 2,507 6,146 172 7.37 ▲ 2,256 ▲ 26.85
中川・富岡地区 1,625 6,336 2,167 5,715 542 33.35 ▲ 621 ▲ 9.80
袖ケ浦市計 15,353 53,477 25,407 61,524 10,054 65.49 8,047 15.05

平成3年4月1日 平成28年4月1日 世帯数 人口
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（３）地区別の世帯数及び人口の状況 

地区別の世帯数・人口については、昭和地区、長浦地区、根形地区で世帯数・

人口が増加しています。一方で、平岡地区、中川・富岡地区では、世帯数は増

加していますが、人口は減少しています。 

 

＜資料：住民基本台帳＞ 

２ 空家等の状況 

（１）空家等実態調査 

①概要 

   本市では、空家等対策の基礎データとなる市内の空家等の状況を把握するた

め、令和４年度より市内全域を対象に空家等の実態調査を実施しています。 

この調査では、水道の閉栓データや課税台帳等からの情報から空家等の疑い

のあるものを抽出し、職員による現地調査を行って空家等の判断及び状況把握

をしています。 

 

②調査結果（令和６年３月３１日現在） 

地区名 

令和 

4 

年度 

令和５年度 

増減数 

空家等である 

適正管理 

不適正管理 

計 

・経過観察 

・対策を講じ

る必要あり 

早急に対策

を講じる必

要あり 計 

昭 和 48 34 21 0 21 55 7 

長 浦 59 53 23 0 23 76 17 

根 形 29 15 16 0 16 31 2 

平 岡 77 27 52 1 53 80 3 

中川・富岡 47 19 32 2 34 53 6 

合 計  260 148 144 3 147 295 35 

 

 

 

（３）人口構成の推移 

平成3年4月の市制施行時と平成28年4月の人口構成を比較すると、その形状から

15歳未満の年少人口が減少している一方で、65歳以上の老年人口が増加していま

す。 

 

＜資料：住民基本台帳＞ 

２ 空家等の状況 

（１）空き家等実態調査 

①概要 

本市では、空き家等対策の基礎データとなる市内の空き家等の状況を把握する

ため、平成 24 年度に市内全域を対象に空き家等の実態調査を実施しました。この

調査では、水道の閉栓データ、消防署の火災予防上のデータ、自治会等からの情

報から空き家等の疑いのあるものを 772 戸抽出し、職員による現地調査を行い 378

戸を空き家等と判断しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【記載順変更等】 

資料等の修正。Ｈ２９掲載して

いた国の調査結果を今回削除

等。 

市による所有者アンケートを

Ｒ４に実施していることから、

国のアンケート結果ではなく

市のアンケート結果を今回の

計画には記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯数（世帯） 人口（人） 世帯数（世帯） 人口（人） 世帯数（世帯） 率（％） 人口（人） 率（％）

昭　和 3,645 11,931 9,282 21,523 5,637 154.65 9,592 80.40
長　浦 6,398 21,841 12,538 27,322 6,140 95.97 5,481 25.10
根　形 1,350 4,967 2,532 5,721 1,182 87.56 754 15.18
平　岡 2,335 8,402 2,480 5,240 145 6.21 ▲ 3,162 ▲ 37.63

中川・富岡 1,625 6,336 2,232 5,104 607 37.35 ▲ 1,232 ▲ 19.44

合　計 15,353 53,477 29,064 64,910 13,711 89.31 11,433 21.38

地区名
平成3年4月1日 令和6年4月1日 増減（平成3年→令和6年）

◆「空き家等」 

常時または長期にわたり使用されていない建築物、工作物及びその敷地をいいます。 

◆「不適正な管理（管理不全）」 

以下のいずれかの状態を指します。 

・建築物等が劣化や老朽化により荒廃している。または、建築資材の一部が飛散するおそ 

れがある状態。 

・火災や犯罪及び青少年の非行行為等を引き起こすおそれがある状態。 

・草木の繁茂、害虫等の発生、動物のすみか、廃棄物の不法投棄のおそれがある状態。 
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本市で空家等実態調査を初めて行った平成２４年度には、空家等戸数は３７

８戸でしたが、平成２７年の空家法施行後の対策や令和元年房総半島台風によ

る解体等が行われたことで市内の空家等戸数が減少したと考えられます。 

なお、令和４年度と令和５年度の空家数を比較すると、３５戸増加しており、

今後も空家等戸数は増加していくと見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②調査結果 

■空き家等の戸数及び評価 

実態調査による空き家等の戸数は、378 戸でした。このうち、適正に管理されて

いるものは 188 戸(49.7%)、不適正管理のものは 190 戸(50.3%)でした。 

不適正管理の内訳は「破損等無し」のものが 46 戸(12.2%)、一部破損はあるが「周

囲への影響なし」のものが 87 戸(23.0%)、屋根の飛散等や建物内への侵入が容易で

あるなどの将来的に「周囲へ被害の恐れがあり」とされたものが 24 戸(6.4%)、「早

急な対応を図る必要があるもの」が 1戸(0.3%)でした。 

また、「適正に管理されているもの」と、適正に管理されていないもののうちから

「破損等無し」など利活用が図れそうなものに、建物に問題なく「敷地内が不適正

管理のもの」を合わせた 266 戸（70.4％）については、売買や賃貸、多少の修繕後

の利用など、今後の活用可能性のある空き家等であると考えられます。 

 

 

 

■地区別の空き家等の状況 

本市の建物戸数に対する空き家等の戸数は、市全体で 1.6%となっています。また、

地区別の空き家等の状況は下表のとおりとなっています。 

ここでは、概ね建物の戸数に比例して空き家等は多くなると見受けられますが、

平岡地区で 3.0%となっており、他の 4地区に比べ空き家率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

破損等無し

屋根の飛散
等の物理的

被害

建物内への
侵入が容易
である等治
安上の問題

小計

46 9 14 1 1 0 25 5 76 6,973 1.1%

49 7 25 2 3 1 38 18 105 8,477 1.2%

29 4 6 0 2 0 12 3 44 2,492 1.8%

42 19 26 4 7 0 56 3 101 3,317 3.0%

22 7 16 2 2 0 27 3 52 2,520 2.1%

188 46 87 9 15 1 158 32 378 23,779 1.6%

地区名

敷
地
内
が
不
適
正
管
理

空き家等
合計

（Ａ）

建物戸数
（Ｂ）

空き家率
(Ａ) / (Ｂ)

一部破損

老朽化
周囲への
影響無し

周囲へ被害の恐れあり

早急な対応
を図る必要
があるもの

袖ケ浦市計

適正管理さ
れていたもの

建物自体が不適正管理

昭和地区

⾧浦地区

根形地区

平岡地区

中川・富岡地区

計 378 戸 
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■市内の空家等分布図 

空家等実態調査の結果として、空家等を点で図に表したものです。 

ここでは、市内全域に空家等が分布していることがわかります。また、東京湾沿

いのＪＲ各駅の周辺に広がる土地区画整理事業などにより宅地開発された地区や、

内陸の宅地開発された住宅地、昭和４０年から５０年代の郊外住宅地などに空家等

が多く見られます。 

 
 

 

 

■市内の空き家等分布図 

空き家等の実態調査の結果として、空

き家等を黒色の点で図に表したもので

す。 

ここでは、市内全域に空き家等が分布

していることがわかります。また、東京

湾沿いのＪＲ各駅の周辺に広がる区画

整理などにより開発された箇所や、内陸

の宅地開発された住宅地、昭和 40 年代

から 50 年頃の郊外住宅地など建物が多

く建築されている箇所に一定の集積が

見られます。 

 

 

 

 

■空き家等の利用形態・構造等 

市が実施した、外観調査による実態調査結果から次のよう傾向が見られます。 

利用形態は、人の居住用の家屋である専用住宅が 92％を占めており、そのほかの

事務所・店舗や倉庫などは 8％となっています。 

また、構造は、外観調査によれば木造が 96%であり、鉄骨が 3%、物置やユニット

ハウスなどが 1%となっています。 

次に、階数は、いずれも 1階か 2階建であり、3階以上はほとんどありませんで

した。 

建築時期については、建物登記事項証明書と建築確認の台帳により調査したとこ

ろ、本市の臨海地区のコンビナートの形成を契機に宅地開発等が始まった昭和 46

年～昭和 55 年が 46%、次いで昭和 56 年～平成 2年が 17%となっており、その両方

を集計すると全体の 63％となっています。また、その後の平成 3 年から実態調査を

行った平成 24 年までの合算は 7%となります。 

※建物登記事項証明書及び建築確認申請の記録等がないものが不明となっている。 
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（２）空家所有者意向調査 

①概要 

   本市では、平成２４年度に実施した空家等実態調査の空家等所有者を対象と

した空家所有者等意向調査を平成２９年度に実施し、令和４年度は実態調査と

合わせ、同様の意向調査を実施しました。 

   この調査では、建物の利用状況や活用の意向などを伺い、今後の空家等に関

する対策の基礎資料とすることを目的としています。 

 

②調査結果 

■所有者の年齢 

所有者の年齢については、「６５歳～７４歳」が最も多く、次いで「５０

歳～５９歳」、「７５歳以上」となっています。 

また、６５歳以上の高齢者は全体の半数を超えています。 

 

■空家の取得経緯 

建物を利用しなくなった（なっている）きっかけは、「住んでいた人が死

亡したため」「相続により取得したが、自分には住むところが別にあるた

め」など、相続に起因する要因が大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）国の統計資料等に見る本市の状況 

①住宅・土地統計調査について 

住宅・土地統計調査は住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する

土 

地等の実態を把握し、その現状と推移を明らかにするため、5年ごとに国が行う調 

査です。なお、本調査は抽出調査及び外観目視調査であり、この数値は市町村の

人 

口規模別に抽出した約21万の調査区（約350万・世帯）を対象に調査票などにより 

回答を得た数値の推計値となります。また、統計表ごとに四捨五入処理（10戸単

位） 

が行われているため、合計値が合わない場合があります。 

 

 

※法に規定する「空家等」の定義とは異なり、共同住宅等の空室も含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 1

6

15

4

30

11

7

0 1 2

18

9

24

14

7

0

5

10

15

20

25

30

35

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳 65～74歳 75歳以上 未回答

H29 R4

6.7%

9.3%

2.7%

8.0%

21.3%

4.0%

8.0%

48.0%

4.0%

18.7%

4.1%

21.6%

4.1%

9.5%

24.3%

2.7%

4.1%

28.4%

1.4%

33.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

未回答

その他

税制上の理由で取壊しを控えているため

賃貸人などの入居者が退去したため

相続により取得したが、自分には住むところが別にある…

相続人が決まらないため

住んでいた人が老人ホーム等に入所したため

住んでいた人が死亡したため

転勤等により長期不在のため

別の住居へ転居のため

H29 R4

◆「二次的住宅」 

別荘やセカンドハウスになっている住宅 

◆「賃貸用の住宅」 

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

◆「売却用の住宅」 

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

◆「その他の住宅」 

上記以外で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建

て 
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■空家の管理上の課題 

    空家を管理する上では、「遠方に住んでいて、建物の状況が把握できない」

「利用しなくなった（なっている）建物に関する相談をどこでしたらいいか

わからない」と回答する方の割合が高いです。 

 

■空家の管理の頻度 

維持管理の頻度については、「ほとんどしていない」が最も多く、自由記

載でも「何年も行っていない」と記載されるなど、空家等問題に対して意

識が希薄であると推察します。 

  

■今後の利用意向 

    今後の利用意向については、「売却したい」が最も多く、次いで「解体し

たい」となっています。 

 

■空き家の推移 

住宅・土地統計調査によると、平成25年の本市の総住宅数は24,540戸で平成15年

と比較すると2,790戸増加しています。一方で平成25年の空き家数は2,130戸、空き

家率は8.7%となっており、平成15年と比較すると空き家数は1,060戸、空き家率は

6.0ポイント減少しています。 

 

＜資料：住宅・土地統計調査＞ 

■空き家の種類別推移 

平成15年から25年で空き家の総数は減少していますが、「その他の住宅」の戸数

は平成15年と比較すると370戸増加しています。また、平成25年の「その他の住宅」

は1,090戸と市場に流通していない空き家が多くなっています。 

 

（注）空き家の集計値であり、居住している住宅は数値に含まれていません。 

＜資料：住宅・土地統計調査＞ 

■その他の住宅の内訳について 

その他の住宅については、一戸建が82％、共同住宅等が18％となっています。 

また、一戸建の空き家の腐朽・破損の有無については、破損が有る空き家が27％

で破損が無い空き家が73％となっています。なお、破損が無い空き家は、市場に

流通できる空き家となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.3%
18.7%

13.3%
29.3%

21.3%
24.0%

6.7%
30.7%

5.4%
25.7%

14.9%
29.7%
29.7%

39.2%
10.8%

20.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

未回答

その他

特に困っていることはない

利用しなくなった（なっている）建物に関する相談をどこでしたらいいかわからない

解体して更地にすると、固定資産税等が上がる

取り壊したいが、費用が不足している

修繕（リフォーム等）をして利用したいが、費用が不足している

遠方に住んでいて、建物の状況が把握できない

H29 R4

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

未回答

その他

ほとんどしていない

数年に1回程度

1年に数回程度

月に1回程度

週に1回程度

H29 R4

46.7%

41.9%

2.7%

12.1%

17.3%

21.6%

9.3%

4.1%

9.3%

4.1%

9.3%

16.2%

5.4%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R4

H29

売却したい 賃貸したい 解体したい

将来、自分または家族が住む そのままにしておく その他

未回答

21,750 22,560 24,540 

3,190 
2,670 2,130 

14.7
11.8

8.7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

0

10,000

20,000

30,000

H15 H20 H25

（戸） （％）

総住宅数

空き家数

空き家率

230 340 90

2180 1450
930

60
110

20

720
760

1090

0

1,000

2,000

3,000

4,000

Ｈ15 Ｈ20 Ｈ25

（戸）

その他の住宅
売却用の住宅
賃貸用の住宅
二次的住宅

その他の住宅が増加

している

  その他の住宅 計 1090 戸   一戸建 計 890 戸 
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■期待する支援 

建物の活用や空家対策で必要なことについて調査したところ、「売買・賃

貸する場合の不動産業者等の紹介」が最も多く、次いで「解体費の支援」

となっています。 

 

 

■その他自由意見 

    ・取り壊したいが、建物内の遺品等の整理が終わっていない。 

    ・家の中のものを整理したい。 

    ・市街化調整区域の為、手が付けられない。 

    ・市街化調整区域のため活用できない。 

     

    など、相続に関する悩み、残置物の処分、市街化調整区域での規制を記載

する方が多くいました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②空家実態調査について 

国交省では、全国の一戸建住宅の空き家について利用状況、管理実態などを把

握し、空き家に関する基礎資料を得ることを目的に、平成26年度空家実態調査を

行いました。 

なお、当該調査の対象については、平成25年度住宅・土地統計調査の調査対象

住宅のうち、一戸建の空き家から無作為に抽出した所有者を対象としています。 

 

■所有者の年齢 

空き家の所有者の年齢については、「65歳以上」の高齢者が55.6%を占めていま

す。 

 

 

＜資料：平成26年 空家実態調査＞ 

 

■空き家の取得経緯 

空き家の発生は相続によるものが過半を占めています。 

 

 
＜資料：平成26年 空家実態調査＞ 

■今後の利用意向等 

今後5年間程度のうちの利用意向については、その他の住宅において、「空き家

にしておく」が31.9%と大きく割合を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.7%

4.0%

10.7%

30.7%

12.0%

13.3%

6.7%

13.3%

37.3%

25.7%

0.0%

9.5%

41.9%

16.2%

10.8%

4.1%

2.7%

35.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

未回答

空き家対策セミナーや個別相談会の開催

リフォーム費の支援

解体費の支援

国や県など公共機関による施策等の情報提供

庭の樹木を剪定・伐採してくれる業者の紹介

建物管理代行業務の紹介

修繕やリフォームできる建築業者等の紹介

売買・賃貸する場合の不動産業者等の紹介

H29 R4

所有者の年齢（総数・利用状況別、n＝2,140） 

空き家を取得した経緯（総数・利用状況別、n＝2,140） 
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＜資料：平成26年 空家実態調査＞ 

 

■管理をする上での障害・課題 

管理をする上での障害・課題については、「管理の作業が大変」が26.3%、「住宅 

を利用する予定がないので管理が無駄になる」が23.6％、「遠方に住んでいるので

管理が困難」が21.4%となっています。 

所有者の自宅などから距離が遠くなるほど、「遠方に住んでいるので管理が困難」

の割合が高く、所有者の自宅などから距離が近くなると、「障害や課題はない」の

割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理をする上での障害・課題（総数・所有者の自宅等からの距離別、複数回答、n＝2,140） 

今後の利用意向（総数・利用状況別、n＝2,140） 
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＜資料：平成26年 空家実態調査＞ 

■空き家にしておく理由 

空き家にしておく理由については、「物置として必要だから」が44.9％、「解体

費用をかけたくないから」が39.9%、「特に困ってないから」が37.7%となっていま

す。 

また、「取り壊すと固定資産税が高くなるから」が25.8％と、税制上の理由が上

げられています。 

 

 

＜資料：平成26年 空家実態調査＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空き家にしておく理由（複数回答、n＝461） 
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（３）適切に管理されていない空家等 に関する相談状況 

①相談件数の推移 

   都市整備課を総合窓口とした空家等に関する相談件数については、平成２２

年度が４件となっていましたが、年々増加傾向にある中、令和元年度の台風

１５号・１９号の影響により令和元年度から令和３年度に急増しましたが、令

和４年度以降においては台風前の相談件数に落ち着いています。 

 

②相談内容 

   相談の内容は、「草木の繁茂」が２１９件、「建物の一部飛散の恐れ」が

１７２件となっています。 

                                     

                       

また、相談者からは、トラブルになりたくないなどの理由から相談が寄せら

れることもあります。 

（平成２２年度～令和５年度の相談件数） 

相談内容 

合計 
建物の一

部飛散の

恐れ 

倒壊の恐

れ 

草木の繁

茂 

動物の棲

みつき 

ゴミ・治安

など 

１７２ ２６ ２１９ ３０ ６３ ５１０ 

 

 

 

 

 

 

 

（３）適切に管理されていない空き家等に関する相談状況 

①相談件数の推移 

 空き家等に関する相談については、都市整備課を総合窓口とした平成 22 年度が 4

件となっていましたが、平成 27 年度には 44 件（平成 22 年度比：11 倍）と相談件

数は急増しています。 

 

 

 

②地区別相談件数 

 相談件数を地区別にみると、長浦地区が最も多く 40 件、次いで平岡地区が 36 件

となっています。 

その内容は、「建物の一部飛散の恐れ」が 48 件、「草木の繁茂」が 43 件、「ゴ

ミ・治安など」が 21 件となっています。 

また、相談者からは、トラブルになりたくないなどの理由から相談が寄せられる

こともあります。 

（平成 22～27 年度の相談件数） 

地区名 

相談の内容 

 

合計 

建物の

一部飛

散の恐

れ 

倒壊の

恐れ 

草木の

繁茂 

動物の

棲みつき 

ゴミ・治

安など 

昭和地区 10 1 7 3 3 24 

長浦地区 17 1 12 2 8 40 

根形地区 2 1 9 0 4 16 

平岡地区 14 4 9 5 4 36 

中川・富岡地区 5 2 6 1 2 16 

合計 48 9 43 11 21 132 

 

【時点更新】 

今回の改定に伴い直近の内容

に更新。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【時点更新】 

今回の改定に伴い直近の内容

に更新。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 5
14

35 30

44
37 40

27

85

50
60

39 40

0
10
20
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40
50
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90

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

（件）
空家等に関する相談件数
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（４）これまでの空家等対策事業における取組状況 

①市民や所有者等への啓発 

取組内容 取組の効果等 

ア 固定資産税納税通知書を活用

した啓発文書の送付 

・毎年４月に通知される固定資産税納税

通知書へ、空家等の適切な管理を促す

ための啓発文書の同封を継続して実施 

イ 広報やホームページの活用 ・空家等対策事業について、空家法に関

する事項や空家条例、空家バンクに関

することなどの周知を実施 

・草木の繫茂前や台風シーズン前などで

の、所有空家等の適切な管理を広報で

啓発 

ウ 空家ガイドブックの作成 ・官民協働により、空家対策に関するガ

イドブックを作成 

【周知・提供方法】 

  広報やホームページへの掲載 

  庁舎内や市内公共施設等に設置 

  指導文書への同封 

エ 空き家の発生を抑制するため

の特例措置の対応 

・特例措置を受けるために必要な「被相

続人居住用家屋等確認書」の発行につ

いて、ホームページでの制度案内 

 【確認書発行件数】 

  ６件（累計） 

 

②相談体制の構築と利活用の促進 

取組内容 取組の効果等 

ア 空家バンク事前情報提供制度 ・空家等所有者から同意をいただき、千

葉県宅地建物取引業協会南総支部へ空

家等の情報を提供 

 【申込件数】 

  １７件（累計） 

イ 空家バンク制度の運用 ・千葉県宅地建物取引業協会南総支部と

協定を締結し、空家バンク制度を運用 

 【空家バンク登録物件数】 

  １４件（取下げ等含む累計） 

 【成約件数】 

   ６件（賃貸：４件 売買：２件） 
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③空家等の適切な維持管理への取組 

取組内容 取組の効果等 

ア 庁内関係課との連携 ・道路へのはみ出し樹木等、庁内関係課

と情報を共有し対応 

イ 関係機関との連携 ・公益社団法人袖ケ浦市シルバー人材セ

ンターと協定を締結し、除草等の空家

管理代行サービスを紹介 

ウ 空家等所有者への通知、助言

及び指導等の実施 

・苦情や相談等寄せられた空家等の現況

確認 

（現地確認、所有者等調査、登記簿等確

認） 

・苦情や相談等寄せられた空家等の所有

者等に対し、助言・指導等を実施 

・空家所有者等への個別訪問等を行い、

面談 

・指導文書等通知空家等の対応状況確認 

 【指導文書等通知件数】 

  ３４１件（計画策定後累計） 

エ 空家等調査 ・令和４年度より水道閉栓データに基づ

く実態調査実施 

・調査済み空家等につき、経過観察 

オ データベースの構築 ・空き家対策管理支援システムを導入し、

所有者情報、苦情内容等を空家等管理

台帳として整備 

 【主なデータ項目】 

  ・住所、位置情報 

  ・土地及び家屋登記簿情報 

  ・所有者等情報 

  ・建物管理状況 

  ・対応記録 

  ・苦情内容 

  ・現地写真 等 
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④空家等に対する措置 

取組内容 取組の効果等 

ア 財産管理制度の活用 【相続財産管理人選任の申立件数】 

 令和３年度 ２件 

イ 特定空家等の認定・措置 【認定件数】 

 令和元年度 ４戸 

 令和２年度 ２戸 

指導等を行い、令和２年度に認定した２

戸は、所有者等との面談等を行い、自主

的な解体が行われ解決 

ウ 行政代執行の実施 令和元年認定の１戸につき、令和３年度

行政代執行を実施 

令和４年度、代執行費用回収 

 

〇前空家等対策計画への評価 

・指導に従わない所有者等へは継続した対応が必要となっているが、適切に管理

されていない空家等所有者への指導や訪問により、周辺への影響を軽減させる

ことができました。 

・令和元年房総半島台風被災後においては、適切に管理されていない空家等の状 

況が著しく悪化したことから、特定空家等の認定や危険建物の解体撤去等の適

切な対応を実施できました。 

・令和３年度においては、特定空家等の行政代執行への対応に尽力し、令和４年

度は費用の回収まで完了することができました。 

・計画改定のための実態調査とアンケート調査、空家特措法の改正への対応検討

により、計画の改定対応を行いました。 

 

３ 課題 

各種統計調査等の結果やこれまで市に寄せられた空家等に関する相談、計画の

評価等を踏まえ、空家等対策を進めていく上での課題を以下のとおり捉えます。 

 

（１）所有者等に関する課題 

・住宅所有者の高齢化が進んでいる。 

・中長期的な空家等の利用意向がない。 

・空家等問題に対する意識の希薄さ。 

・相続人が多数いるため、権利関係の整理が難しい。 

・解体をしたくても費用がかかるので実行に移すのが困難。 

・住宅所有者や相続人が遠方または不明で、定期的な管理が難しい。 

・建物や相続に関する相談先が不明など、今後どうしていいのか分からない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

３ 課題 

平成 24 年度空き家等実態調査や国の統計調査などの結果から、       

        空家等対策を進めていく上での課題を以下のとおり捉えます。 

 

（１）所有者等に関する課題 

・住宅所有者の高齢化が進んでいる。 

・中長期的な空き家の利用意向がない。 

・空き家問題に対する意識の希薄さ。 

・相続人が多数いるため、権利関係の整理が難しい。 

・解体をしたくても費用がかかるので実行に移すのが困難。 

・住宅所有者や相続人が遠方または不明で、定期的な管理が難しい。 

                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言等修正】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規追加】 
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（２）中古住宅の利活用に関する課題 

・中古住宅流通シェアが低い水準である。 

・所有者が将来の利用や活用を想定し、空家等を残すケースがある。 

・中古住宅として売買や賃貸等、他用途施設への活用に関するノウハウがない。

 

（３）税制上の課題 

・住宅を解体すると、住宅用地に対する固定資産税等が上がる可能性があり、 

空家等を残すケースがある。 

  ・管理不全空家等に認定され勧告されると、固定資産税等の住宅用地特例が解

除される可能性がある。 

 

（４）地域性の課題 

・地域の交流が希薄になっており、近隣住民も空家等所有者を知らない。 

・トラブルになりたくないなどの理由から、所有者への働きかけが難しい。 

 

 

■考察 

 課題を整理すると、対応策を以下の３項目に分類できます。 

 

（２）中古住宅の利活用に関する課題 

・中古住宅流通シェアが低い水準である。 

・所有者が将来の利用や活用を想定し、空き家を残すケースがある。 

・中古住宅として売買や賃貸等、他用途施設への活用に関するノウハウがない。 

 

（３）税制上の課題 

・住宅を解体すると、住宅用地に対する固定資産税等が上がる可能性があり、 

空き家を残すケースがある。 

                                    

            

 

（４）地域性の課題 

・地域の交流が希薄になっており、近隣住民も空き家等所有者を知らない。 

・トラブルになりたくないなの理由から、所有者への働きかけが難しい。 

 

 

■考察 

 課題を整理すると、対応策を以下の 3 項目に分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規追加】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言等修正】 

涵養→醸成で、分かりやすい表

現へ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）適切に管理されていない空家等への対応 

空家等所有者の高齢化により管理が困難になる場合や、空家等所有者が遠方に

いる場合など定期的な維持、管理が難しいなどの課題が挙げられ、空家 管理代

行サービスの周知や活用などが求められています。 

また、解体費用などの経済的な理由から放置され、周辺の生活環境に深刻な影

響を及ぼしている空家等については、是正する     対策が必要になります。 

（２）流通・活用の促進 

中古住宅流通シェアが低い水準であり、空家等所有者に売買、賃貸等の知識が

なく活用が進まないという問題が挙げられます。このような現状から、所有者に

対しては問題を解決するための支援や適切な相談ができる窓口の周知と活用が求

められています。 

（１）予防 

住宅所有者の高齢化が進んでいるため、今後も空家等は増加することが予想さ

れます。また、各種調査結果から中長期的な空家等の利用意向がない所有者が多

く、長年空家等が放置され、周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼす可能性があり

ます。 

まずは空家等所有者に対し、空家等問題に対する意識を醸成する対策が求めら

れています。 

（３）適切に管理されていない空家等への対応 

空き家所有者の高齢化により管理が困難になる場合や、空き家所有者が遠方に

いる場合など定期的な維持、管理が難しいなどの課題が挙げられ、空き家管理代

行サービスの周知や活用などが求められています。 

また、解体費用などの経済的な理由から放置され、周辺の生活環境に深刻な影

響を及ぼしている空き家については、是正を進めるための対策が必要になります。 

（２）流通・活用    

中古住宅流通シェアが低い水準であり、空き家所有者に売買、賃貸等の知識が

なく活用が進まないという問題が挙げられます。このような現状から、所有者に

対しては問題を解決するための支援や適切な相談ができる窓口の設置など が求

められています。 

（１）予防 

住宅所有者の高齢化が進んでいるため、今後空き家は増加することが予想され

ます。また、国の調査から中長期的な空き家の利用意向がない所有者が多く、長

年空き家が放置され、周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼす可能性があります。

まずは空き家所有者に対し、空き家問題に対する意識を涵養する対策が求められ

ています。 
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空家等が発生し放置される要因やそこから生じる課題は、ひとつに特定できるも

のではなく、居住中から除却後の跡地利用までの各段階にわたっています。そのた

め、空家等対策を実施していくためには、それぞれの段階に応じた効果的な対策が

必要になっています。また、空家等が放置され老朽化が進むほど、 適切な管理が

難しくなり、コストが増大することから、早期の対応が重要であると考えられます。 

 

第３章 基本方針 

空家等は個人の財産であり、所有者等が適切に管理することが原則です。しかし

空家等の所有者等による管理者意識の希薄化などから、空家等を放置し、防災、衛

生、景観等の様々な観点から周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

そこで本計画では、空家等の適切な管理は所有者等が第一義的な責任を有するこ

とを前提としながらも、市がまちづくりという視点で空家等に関する様々な問題解

決のために、地域と連携して取り組むこととし、次の３項目を基本方針として定め

ます。 

 

 

空家等の適切な管理や活用を促進していくことで、市民が良好な環境で安全、安

心に暮らせるまちづくりを目指します。 

 

 

個人の財産については、所有者等が適切に管理すべきであることを原則とした上

で、行政として公益上必要な措置等を適切に講じることとします。 

 

空き家が発生し放置される要因やそこから生じる課題は、ひとつに特定できるも

のではなく、居住中から除却後の跡地利用までの各段階にわたっています。そのた

め、空家等対策を実施していくためには、それぞれの段階に応じた効果的な対策が

必要になっています。また、空き家が、放置され老朽化が進むほど、適切な管理が

難しくなり、コストが増大することから、早期の対応が重要であると考えられます。 

 

第３章 基本方針 

空家等は個人の財産であり、所有者等が適切に管理することが原則です。しかし

空家等の所有者等による管理者意識の希薄化などから、空家等を放置し、防災、衛

生、景観等の様々な観点から周辺の生活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

そこで本計画では、空家等の適切な管理は所有者等が第一義的な責任を有するこ

とを前提としながらも、市がまちづくりという視点で空家等に関する様々な問題解

決のために、地域と連携して取り組むこととし、次の3 項目を基本方針として定め

ます。 

 

 

空家等の適切な管理や活用を促進していくことで、市民が良好な環境で安全、安

心に暮らせるまちづくりを目指します。 

 

 

個人の財産については、所有者等が適切に管理すべきであることを原則とした上

で、行政として公益上必要な措置等を適切に講じることとします。 

 

 

 

 

【文言修正】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）所有者責任を前提とした対策 

（１）市民が良好な環境で安全、安心に暮らせるまちづくり 

（２）所有者責任を前提とした対策 

（１）市民が良好な環境で安全、安心に暮らせるまちづくり 
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空家等の対策は、行政、所有者等のみでは解決できない問題です。そのため、地

域住民や民間事業者などと相互に連携して空家等対策を推進していきます。 

各主体の相互の連携のイメージ 

 

第４章 空家等の対策 

１ 予防 

空家等の適切な管理は、第一義的には所有者等の責任において行われるべきこ

とです。民法上においても、建築物が倒壊し、物が落下するなどして近隣の家屋

や通行人などに被害を及ぼした場合は、所有者等が損害賠償責任を負うこととな

り、所有者等に管理する義務があります。しかし、所有者等が放置された空家等

の危険性や周囲へ及ぼす悪影響を認識していないことから、適切な管理が行われ

ていない場合があります。 

このため、所有者等がこうした空家等の問題を知り、適切な管理の重要性を十

分認識することが適切な管理がされていない空家等の発生を抑制するために重

要となります。そこで以下の取組  を行います。 

 

（１）市民や所有者等の意識の醸成 

①固定資産税納税通知書を活用した啓発文書の送付 

固定資産税の納税通知書を活用し、空家等の適切な管理を促すための啓発

文書の同封や、封筒の裏面を利用し啓発を図ります。 

 

②市民への啓発活動 

空家等の適切な管理については、所有者等の意識のみの問題だけではなく、

地域の課題として、連携していくことが重要になります。そのため、空家等

に関する支援制度や関連する事項等を整理し、広報やホームページなどを活

用し、啓発を図ります。 

 

空家等の対策は、行政、所有者等のみでは解決できない問題です。そのため、地

域住民や民間事業者などと相互に連携して空家等対策を推進していきます。 

各主体の相互の連携のイメージ 

 

第４章 空家等の対策 

１ 予防 

空家等の適切な管理は、第一義的には所有者等の責任において行われるべきこ

とです。民法上においても、建築物が倒壊し、物が落下するなどして近隣の家屋

や通行人などに被害を及ぼした場合は、所有者等が損害賠償責任を負うこととな

り、所有者等に管理する義務があります。しかし、所有者等が放置された空家等

の危険性や周囲へ及ぼす悪影響を認識していないことから、適切な管理が行われ

ていない場合があります。 

このため、所有者等がこうした空家等の問題を知り、適切な管理の重要性を十

分認識することが適切な管理がされていない空家等の発生を抑制するために重要

となります。そこで以下の取り組みを行います。 

 

（１）市民や所有者等の意識の涵養 

①固定資産税納税通知書を活用した啓発文書の送付 

固定資産税の納税通知書を活用し、空家等の適切な管理を促すための啓発

文書の同封や、封筒の裏面を利用し啓発を図ります。 

 

②市民への啓発活動 

空家等の適切な管理については、所有者等の意識のみの問題だけではなく、

地域の課題として、連携していくことが重要になります。そのため、    

                         広報やホームページなどを活

用し、啓発を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言修正】 

 

 

（３）多様な連携による空家等対策の推進 （３）多様な連携による空家等対策の推進 
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③空家ガイドブックの作成 

    空家の管理、売却、賃貸、解体、相続登記等を案内する空家ガイドブック

を作成し、広報やホームページに掲載、庁舎内や公共施設等に設置すること

で、情報提供、意識啓発を行います。 

 

④「住まいの終活」への情報提供 

    高齢者向け講習会や空家等対策セミナー、個別相談会の開催など、住まい

を次世代へ適切に引き継ぐための「終活」の一環となるよう働きかけを行っ

ていきます。 

 

⑤相続登記手続に関する周知 

    登記簿上の所有者が亡くなった後、名義人を変更しないままでいると、管

理者や所有者が不明確となり、売却等したい場合に時間がかかる等、多くの

問題が生じるようになります。令和６年４月１日から相続登記申請が義務化

されているため、相続発生後、速やかに登記の申請がされるよう、相続が発

生する前から制度の周知や重要性について情報提供を行います。 

 

⑥空き家の譲渡所得の３，０００万円特別控除の周知 

相続した空家等を３年後の年末までに売却するなど一定の基準を満たす場

合、譲渡所得から３，０００万円が控除される制度について、ホームページ

等で周知を図ることにより、空家問題が長期化しないよう周知します。 

 

（２）自治会等との連携 

適切な管理がされていない空家等の発生を抑制するためには、早期に空家等の

状況を把握する必要があります。そのため、空家等の情報提供において自治会や

包括連携協定を締結した民間企業等との連携を図り、空家等の情報収集に努めま

す。 

また、社会情勢の動向や空家法の改正内容を踏まえた出前講座を実施していき

ます。 

 

（３）空家等に対する定期パトロールの実施 

本市が把握している空家等について、管理不全空家等や特定空家等になること

を未然に防止するため、定期的にパトロールを実施して状況確認を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自治会 との連携 

適切な管理がされていない空家等の発生を抑制するためには、早期に空家等の

状況を把握する必要があります。そのため、空家等の情報提供において自治会  

                 と 連携を図り            ま 

す。 

                                     

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規追加】 

すでに行っている施策につい

て記載。 

 

 

【新規追加】 

 

 

 

 

【新規追加】 

令和６年４月１日から相続登

記義務化に伴う、施策の追加記

載。 

 

 

 

【新規追加】 

 

 

 

 

【文言修正】 

 

 

 

 

 

 

 

【新規追加】 
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２ 流通・活用の促進 

空家等対策は空家等の適切な管理に向けた対策だけではなく、空家等の利活用

を図る対策も必要になります。 

活用可能な空家等は地域資源であり、利活用されることにより地域の活性化に

も繋がることから、以下の取組  を行います。 

 

（１）相談体制の構築 

①関係団体等と連携 

所有者等の中には、空家等の売却や賃貸などを行いたいと考えていても、

どのように進めていくのかわからない方もおり、売却等の具体的な相談が市

に寄せられることがあります。こうした相談に対応できるよう、法律の専門

家や不動産事業者などに、より幅広く相談が受けられるよう体制の構築を進

め、相談希望者に対し、周知・啓発を行っていきます。 

 

（２）需要と供給のマッチング 

①空家バンク制度の活用 

袖ケ浦市空家バンク（以下「空家バンク」という。）では、市内にある空

家情報を登録・公開し、所有者と利用希望者の橋渡しを市と一般社団法人千

葉県宅地建物取引業協会南総支部が協力して空家等の有効な活用を促進しま

す。空家バンクの効果を上げるためには、登録数の底上げが重要であること

から、広報やホームページ等で周知します。               

                                    

また、農業委員会事務局等と連携して、「農地付き空家」（※３）の情報共有

を図り、空家バンク制度の登録・活用について促進を検討します。 

（※３）「農地付き空家」 農地法第２条第１項の「農地」が付随している空家 

 

２ 流通・活用の促進 

空家等対策は空家等の適切な管理に向けた対策だけではなく、空家等の利活用

を図る対策も必要になります。 

活用可能な空家等は地域資源であり、利活用されることにより地域の活性化に

も繋がることから、以下の取り組みを行います。 

 

（１）相談体制の構築 

①関係団体等と連携 

   所有者等の中には、空家等の売却や賃貸などを行いたいと考えていても、 

  どのように進めていくのかわからない方もおり、売却等の具体的な相談が市 

  に寄せられることがあります。こうした相談に対応できるよう、法律の専門 

  家や不動産事業者などに より幅広く相談が受けられるよう体制の構築を進 

  め                  ていきます。 

 

（２）需要と供給のマッチング 

①空家バンク制度の活用 

袖ケ浦市空家バンク（以下「空家バンク」という。）では、市内にある空   

家情報を登録・公開し、所有者と利用希望者の橋渡しを市と一般社団法人千

葉県宅地建物取引業協会南総支部が協力して空家等の有効な活用を促進しま

す。空家バンクの効果を上げるためには、登録数の底上げが重要であること

から、ホームページや広報等で周知します。また、空家バンクに登録するた

めの住宅改修等に対して、支援策を講じられるよう研究していきます。 

                                   

                                

                                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言修正】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言修正】 

「農地付き空家」について新規

追加。 
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②高齢者が所有する空家等の活用 

空家所有者の高齢化が進んでいることから、これら高齢者向けのマイホー

ム借上げ制度（※４）に加え、リバースモーゲージ（※５）等制度の周知をはかり、

空家等の活用を促進します。 

 

（※４） マイホーム借上げ制度 

      一般社団法人移住･住みかえ支援機構（ＪＴＩ）が実施。５０歳以上の

方のマイホームを借上げ、安定した賃料収入を保証する公的な制度。 

   （※５） リバースモーゲージ 

      自宅を担保にそこに住み続けながら融資を受ける仕組み。 

 

（３）地域や公共的な施設への利活用 

①市民活動の拠点や社会福祉施設などへの利活用 

空家等の活用方策として、地域の交流スペースや社会福祉施設（子育て支

援施設やグループホームなど）などへの利活用について相談ができる環境づ

くりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 適切に管理されていない空家等への対応 

適切に管理されていない空家等は防災、衛生、景観等の様々な観点から周辺の

生活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

空家等の所有者等に対し周囲に影響を及ぼさないよう意識の啓発を行い、周囲

に影響があるなど改善が必要な空家等は、関係機関と連携し、状況改善のための

助言・指導を行い、生活環境の保全を図ります。 

 

（１）実施体制の整備 

①市の受付窓口の一元化と庁内における相談体制 

本市  では、空家等に関する問い合わせ窓口を一元化し   、空家等の

所有者等からの相談や、周辺住民からの苦情などについて、都市整備課を総合

窓口として関係課と連携して対応しています。空家等がもたらす問題は多岐に

わたるため、今後も関係課が密接に連携し、空家等対策を推進していきます。 

②高齢者が所有する空家等の活用 

空家所有者の高齢化が進んでいることから、これら高齢者向けのマイホー 

ム借り上げ制度の検討を                        

         します。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域や公共的な施設への利活用 

①市民活動の拠点や社会福祉施設などへの利活用 

空家等の活用方策として、地域の交流スペースや社会福祉施設（子育て支

援施設やグループホームなど）などへの利活用について、関係機関と協議し

研究します。    

 

②公共的な施設への利活用 

公営住宅など公共的な施設等に有効利用又は支援策を講じられるよう研 

究していきます。 

 

 

 

３ 適切に管理されていない空家等への対応 

適切に管理されていない空家等は防災、衛生、景観等の様々な観点から周辺の

生活環境に深刻な影響を及ぼしています。 

空家等の所有者等に対し周囲に影響を及ぼさないよう意識の啓発を行い、周囲

に影響があるなど改善が必要な空家等は、関係機関と連携し、改善依頼、助言等 

     を行い 生活環境の保全を図ります。 

 

（１）実施体制の整備 

①市の受付窓口の一元化と実施体制の整備    

袖ケ浦市では、空家等に関する問い合わせ窓口を一元化しており、空家等の 

所有者等からの相談や、周辺住民からの苦情などについて、都市整備課を総合

窓口として関係課と連携して対応しています。空家等がもたらす問題は多岐に

わたるため、今後も関係課が密接に連携し、空家等対策を推進していきます。 

 

 

【文言修正】 

 

 

 

【注釈追加】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言修正】 

 

 

 

【文言修正】 
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②袖ケ浦市空家等対策審議会 

本市では、空家等に関する対策の推進等に関し、必要な事項を調査審議する

ため、袖ケ浦市空家等対策審議会を設置しています。この審議会では、市長の

諮問に応じ、袖ケ浦市空家等対策計画の策定、実施、その他空家等に関する対

策を推進するための事項、管理不全空家等及び特定空家等の認定及び措置につ

いて調査審議します。 

 

③空家 管理代行サービス      

空家等を適切に管理するには、定期的な点検、維持管理が必要です。しかし、

市外在住の所有者や高齢の所有者が定期的に点検、維持管理を行うためには、

費用や時間等の負担が大きくなります。そのため、所有者に代わり空家等の見

回りと敷地内の除草等を行う空家 管理代行サービスを利用することも有効と

なりますので、「空家等の適正な管理の推進に関する協定」に基づき、公益社

団法人袖ケ浦市シルバー人材センターを紹介します。            

         

 

 

相談内容 担当部署 

総合窓口 

（建物の飛散、倒壊のおそれに関すること） 

都市整備課 

防火上の問題 消防本部 

ごみの不法投棄に関すること 廃棄物対策課 

道路への枝や雑草の張り出しに関すること 土木管理課 

空き地の雑草や樹木の繁茂に関すること 環境管理課 

固定資産税・都市計画税に関すること 課税課 

 

 

 

 

 

 

 

 

②空き家管理代行サービスの活用促進 

    空家等を適切に管理するには、定期的な点検、維持管理が必要です。しかし、

市外在住の所有者や高齢の所有者が定期的に点検、維持管理を行うためには、

費用や時間等の負担が大きくなります。そのため、所有者に代わり空家等の見

回りと敷地内の除草等を行う空き家管理代行サービスを利用することも有効と

なりますので、                         公益社

団法人袖ケ浦市シルバー人材センターが既に開始しているサービス内容の周知

を図ります。 

 

【新規追加】 

現状に合わせ記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規追加】 

 

 

 

 

 

 

【文言修正】 
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④空家等管理活用支援法人 

令和５年度空家法の改正により、自治体や所有者等へのサポート体制の構築

のため、「空家等管理活用支援法人」制度が創設されました。空家等に関する

相談対応や所有者探索等、空家等対策の状況に応じ、法人の指定、制度の活用

について検討します。 

 

（２）空家等管理台帳の整備 

空家等の情報は、所在地、所有者など多岐にわたるため、空家等に関する必要

な情報をデータベース化し、空家等管理台帳として整備します。 

なお、空家等管理台帳の情報は、袖ケ浦市個人情報の保護に関する法律施行条

例に基づき適正に管理します。 

 

（３）空家等の除却等に関する支援施策    

適切に管理されていない空家等については、除却など跡地利用も含めた国や県

の支援施策について活用を図ります。      

 

（４）財産管理制度の活用 

  空家所有者等が行方不明等である場合には、財産管理制度を活用し、適切に管

理されていない空家等の解消に努めます。 

 

財産管理制度の概要 

制度名 概要 

不在者財産管理制度 

（民法第２５条） 

所有者が従来の住所又は居所を去り、容易

に戻る見込みがない場合 

相続財産清算制度 

（民法第９５２条） 

相続人のあることが明らかでない場合 

所有者不明建物管理制度 

（民法第２６４条の８） 

所有者を知ることができず、又はその所在

を知ることができない場合 

管理不全土地・建物管理制度 

（民法第２６４条の９、２６４

条の１４） 

所有者による管理が適切でなく、他人の権

利が侵害され、又はそのおそれがある場合 

 

 （５）他の法令等との関係 

空家等の状況によって、建築基準法、道路法など他の法令等による措置が考

えられることから、その物的状態や悪影響の程度、危険等の切迫性等を総合的

に判断し、関係機関と連携して対応していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）空家等管理台帳の整備 

空家等の情報は、所在地、所有者など多岐にわたるため、空家等に関する必要

な情報をデータベース化し、空家等管理台帳として整備します。 

なお、空家等管理台帳の情報は、袖ケ浦市個人情報保護条例         

 に基づき適正に管理します。 

 

（３）空家等の除却等に関する支援施策の研究 

適切に管理されていない空家等については、国の補助制度を活用した除却など

跡地利用も含めた支援施策について研究します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規追加】 

法改正に伴い規定された管理

活用支援法人についての文言

記載。 

 

 

 

 

 

【文言修正】 

 

 

 

【文言修正】 

 

 

 

【新規追加】 

財産管理制度について整理。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【記載場所変更】 

平成２９年度計画と記載箇所

変更。 
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４ 管理不全空家等及び特定空家等に対する対策 

（１）   方針 

空家等のうち、管理不全空家等や特定空家等に該当するおそれがあるものに

ついては、速やかな改善が求められることから、早期に改善依頼、助言を行う

ことが必要です。まずは改善依頼、助言を適切に行い、所有者による自主的な

対応を粘り強く求めていきます。 

再三の改善依頼、助言にもかかわらず、改善がみられない場合には、その経

緯等を踏まえつつ、管理不全空家等及び特定空家等に該当するかを判断し、  

     認定された場合には法に基づく措置を講じます。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（２）管理不全空家等及び特定空家等の認定 

   管理不全空家等及び特定空家等については、国によって示された「管理不全

空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な

指針（ガイドライン）」を踏まえ、袖ケ浦市空家等対策審議会において令和〇

年〇月に策定された「袖ケ浦市管理不全空家等及び特定空家等判断基準」に基

づき、袖ケ浦市空家等対策審議会に諮問した上で      認定します。 

 

 
（３）管理不全空家等及び特定空家等に対する措置 

管理不全空家等及び特定空家等に対する措置は、次のとおりです。なお、法

に基づく措置については、必要に応じて袖ケ浦市空家等対策審議会に諮ります。 

また、「勧告」の対象となった管理不全空家等及び特定空家等に係る土地につ

いては、固定資産税等     の住宅用地特例が解除      されます。 

４          特定空家等に対する措置 

（１）基本的方針 

空家等のうち、        特定空家等に該当するおそれがあるものに

ついては、速やかな改善が求められることから、早期に改善依頼、助言を行う

ことが必要です。まずは改善依頼、助言を適切に行い、所有者による自主的な

対応を粘り強く求めていきます。 

再三の改善依頼、助言にもかかわらず、改善がみられない場合には、その経

緯等を踏まえつつ、         特定空家等に該当するかを判断し、特

定空家等に認定された場合は法に基づく措置を講じます。 

 

 

（２）         特定空家等の認定 

 危険性が高いなど問題のある空家等については、「（５）特定空家等判断基準」 

                                     

                                     

                                  に基

づき、袖ケ浦市空家等対策審議会に諮問した上で、特定空家等に認定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（３）         特定空家等に対する措置 

         特定空家等に対する措置は、次のとおりです。なお、法

に基づく措置については、必要に応じて袖ケ浦市空家等対策審議会に諮ります。 

また、「勧告」の対象となった         特定空家等に係る土地につ

いては、固定資産税・都市計画税の住宅用地特例の適用対象から除外されます。 

 

 

 

【文言修正】 

法改正に伴い新たに規定され

た「管理不全空家等」の取扱い

について新規記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規追加】 

判断基準及び認定について新

規記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆「管理不全空家等」 

空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に

該当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等 

 

◆「特定空家等」 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又はそのまま

放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていない

ことにより著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図るため

に放置することが不適切である状態にあると認められる空家等 

◆「特定空家等」 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上

有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損な

っている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状

態にあると認められる空家等をいう。 
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【固定資産税等の住宅用地特例の概要】 

 小規模住宅用地 

（200 ㎡以下の部分） 

一般住宅用地 

（200 ㎡を超える部分） 

固定資産税の課税標準 １/６に減額 １/３に減額 

固定資産税の課税標準 １/３に減額 ２/３に減額 

固定資産税等の住宅用地特例は、住宅政策上の見地から、居住の用に供する住宅用地につい

て税負担の軽減を図るために設けられた措置であり、土地が住宅用地に該当する場合には、固

定資産税等が減額されるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

（４）他の法令等との関係 

空家等の状況によって、建築基準法、消防法、道路法など他の法令等による措

置が考えられることから、その物的状態や悪影響の程度、危険等の切迫性等を総

合的に判断し、関係機関と連携して対応していきます。 

（５）特定空家等判断基準 

特定空家等の認定にあたり、次に掲げる①から④のいずれかの状態及び周辺の建

築物や通行人等に対し悪影響をもたらすおそれがあるか否か、悪影響の程度と危険

 

【管理不全空家等に関する事

項新規記載】 

 

 

 

 

【事務フロー図刷新】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「特定空家等の認定」以

降は必要に応じて袖ケ浦

市空家等対策審議会に諮

る。 
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等の切迫性等を総合的に考慮し、特定空家等に該当するか否かを判断します。 

なお、列挙したものは例示であることから、個別の事案に応じてこれによらない

場合も適切に判断します。 

 
①そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

項目 判断基準 

建築物が倒壊等する

おそれがある 

部材の破損や不同沈下等の状況により、建築物に著しい

傾斜が見られるかなどを基に総合的に判断する。 

【調査項目の例】 

・基礎に不同沈下がある。 

・柱が傾斜している。 

基礎に大きな亀裂、多数のひび割れ、変形又は破損が発

生しているか否か、腐食又は蟻害によって土台に大きな

断面欠損が発生しているか否か、基礎と土台に大きなず

れが発生しているか否かなどを基に総合的に判断する。 

【調査項目の例】 

・基礎が破損又は変形している。 

・土台が腐朽又は破損している。 

・基礎と土台にずれが発生している。 

構造耐力上主要な部分である柱、はり、筋かいに大きな

亀裂、多数のひび割れ、変形又は破損が発生しているか

否か、腐食又は蟻害によって構造耐力上主要な柱等に大

きな断面欠損が発生しているか否か、柱とはりの接合状

況などを基に総合的に判断する。 

【調査項目の例】 

・柱、はり、筋かいが腐朽、破損又は変形している。 

・柱とはりにずれが発生している。 

屋根、外壁等が脱落、

飛散等するおそれが

ある 

屋根ふき材、ひさし又は軒の全部又は一部において不陸、

剥離、破損又は脱落が発生しているか否か、緊結金具に

著しい腐食があるか否かなどを基に総合的に判断する。 

【調査項目の例】 

・屋根が変形している。 

・屋根ふき材が剥落している。 

・軒の裏板、たる木等が腐朽している。 

・軒がたれ下がっている。 

・雨樋がたれ下がっている。 

外壁の全部又は一部において剥離、破損又は脱落が発生

しているか否かなどを基に総合的に判断する。 

【調査項目の例】 

・壁体を貫通する穴が生じている。 
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・外壁の仕上材料が剥落、腐朽又は破損し、下地が露出

している。 

・外壁のモルタルやタイル等の外装材に浮きが生じてい

る。 

看板、給湯設備、屋上水槽等の転倒が発生しているか否

か、剥離、破損又は脱落が発生しているか否か、支持部

分の接合状況などを基に総合的に判断する。 

【調査項目の例】 

・看板の仕上材料が剥落している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽等が転倒している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽等が破損又は脱落している。 

・看板、給湯設備、屋上水槽等の支持部分が腐食してい 

る。 

屋外階段又はバルコニーの全部又は一部において腐食、

破損又は脱落が発生しているか否か、傾斜が見られるか

などを基に総合的に判断する。 

【調査項目の例】 

・屋外階段、バルコニーが腐食、破損又は脱落している。 

・屋外階段、バルコニーが傾斜している。 

門又は塀の全部又は一部においてひび割れや破損が発生

しているか否か、傾斜が見られるかなどを基に総合的に

判断する。 

【調査項目の例】 

・門、塀にひび割れ、破損が生じている。 

・門、塀が傾斜している。 

擁壁の地盤条件、構造諸元及び障害状況並びに老朽化に

よる変状の程度などを基に総合的に判断する。 

【調査項目の例】 

・擁壁表面に水がしみ出し、流出している。 

・水抜き穴の詰まりが生じている。 

・ひび割れが発生している。 

 
②そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

項目 判断基準 

建築物又は設備等の

破損等が原因で、地

域住民の日常生活に

支障を及ぼしている

状態 

・吹付け石綿等が飛散し暴露する可能性が高い状況であ 

る。 

・浄化槽等の放置、破損等による汚物の流出、臭気の発 

生があり、地域住民の日常生活に支障を及ぼしてい 

る。 

・排水等の流出による臭気の発生があり、地域住民の日 
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常生活に支障を及ぼしている。 

ごみ等の放置、不法

投棄が原因で地域住

民の日常生活に支障

を及ぼしている状態 

・ごみ等の放置、不法投棄による臭気の発生があり、地 

域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

・ごみ等の放置、不法投棄により、多数のねずみ、はえ、 

蚊等が発生し、地域住民の日常生活に支障を及ぼして 

いる。 

 
③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

項目 判断基準 

周囲の景観と著しく

不調和な状態 

・屋根、外壁等が、汚物や落書き等で外見上大きく傷ん 

だり汚れたまま放置されている。 

・多数の窓ガラスが割れたまま放置されている。 

・看板が原型を留めず本来の用をなさない程度まで、破 

損、汚損したまま放置されている。 

・立木等が建築物の全面を覆う程度まで繁茂している。 

・敷地内にごみ等が散乱、山積したまま放置されている。 

 
④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

項目 判断基準 

立木が原因で、地域

住民の日常生活に支

障を及ぼしている状

態 

・立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、近隣の道路や家 

屋の敷地等に枝等が大量に散らばっている。 

・立木の枝等が近隣の道路等にはみ出し、歩行者等の通 

行を妨げている。 

空家等に住みついた

動物等が原因で、地

域住民の日常生活に

支障を及ぼしている

状態 

・動物の鳴き声その他の音が頻繁に発生し、地域住民の 

日常生活に支障を及ぼしている。 

・動物のふん尿その他の汚物の放置により臭気が発生 

し、地域住民の日常生活に支障を及ぼしている。 

・敷地外に動物の毛又は羽毛が大量に飛散し、地域住民 

の日常生活に支障を及ぼしている。 

・多数のねずみ、はえ、蚊、のみ等が発生し、地域住民 

の日常生活に支障を及ぼしている。 

・住みついた動物が周辺の土地・家屋に侵入し、地域住 

民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 

・シロアリが大量に発生し、近隣の家屋に飛来し、地域 

住民の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがある。 

建築物等の不適切な

管理等が原因で、地

域住民の日常生活に

支障を及ぼしている

状態 

・門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不 

特定の者が容易に侵入できる状態で放置されている。 

・周辺の道路、家屋の敷地等に土砂等が大量に流出して 

いる。 
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５ その他の取組 

現在居住している住宅の性能等が不十分であると、長期間居住することを難

しくし、空家等の発生要因の一つになっています。新築、既存を含め、安心し

て住み続ける良好な住環境の保全、形成を推進することが定住を促し、空家等

の発生抑制に繋がるものと考えられます。 

よって、関係各課が連携を図りながら、広報やホームページ等を利用して広

く市民等に対して、各施策の活用について情報提供を図っていきます。 

 

（１）住宅耐震改修促進事業（都市整備課） 

地震により住宅の倒壊等の被害から市民の生命、身体及び財産を保護するた

め、木造住宅における耐震診断、耐震改修工事及び耐震改修工事と併せて行うリ

フォーム工事の費用の一部を助成しています。 

 

（２）固定資産税の減額（課税課） 
住宅耐震改修又はバリアフリー改修に係る一定の工事を実施した住宅につい

ては、固定資産税が一定の期間減額になります。 

 

（３）障害者等日常生活用具給付等事業（障がい者支援課） 

障がい者（児）の移動等を円滑にする住宅改修の費用について給付をしていま

す。 

 

（４）介護保険 住宅改修費の支給（介護保険課） 

要介護（要支援）認定を受けている方が、自宅で安全に安心して暮らせるよう

に、手すりの取付けや段差の解消などの工事を行う場合に、保険給付が受けられ

ます。 

 

（５）世代間支え合い家族支援事業（高齢者支援課） 

高齢者の孤立を防ぎ、家族の絆の再生をはかることを目的として、離れて暮ら

している高齢者である親と子等が袖ケ浦市で同居または近隣に居住するために、

住宅の新築、購入、増改築または転居をした場合の費用の一部を助成しています。 

 

（６）住宅用設備等脱炭素化促進事業補助金交付事業（環境管理課） 

  住宅用設備において地球温暖化対策の推進及び電力の強靭化に資する設備を

設置するものに対し、費用の一部を補助しています。 

 

（７）合併処理浄化槽設置補助事業（廃棄物対策課） 

  生活排水による公共用水域の水質汚濁防止を図るため、合併処理浄化槽設置事

業に要する費用の一部を補助しています。 

 

５ その他の取り組み 

現在居住している住宅の性能等が不十分であると、長期間居住することを難 

しくし、空家等の発生要因の一つになっています。新築、既存を含め、安心し

て住み続ける良好な住環境の保全、形成を推進することが定住を促し、空家等

の発生抑制に繋がるものと考えられます。 

よって、関係各課が連携を図りながら、ホームページや広報等を利用して広

く市民等に対して、各施策の活用について情報提供を図っていきます。 

 

（１）住宅耐震  促進事業（建築住宅課） 

地震により住宅の倒壊等の被害から市民の生命、身体及び財産を保護するた 

め、木造住宅における耐震診断、耐震改修工事及び耐震改修工事と併せて行うリ

フォーム工事の費用の一部を助成しています。 

 

（２）世代間支え合い家族支援事業（高齢者支援課） 

高齢者の孤立を防ぎ、家族の絆の再生をはかることを目的として、離れて暮ら

している高齢者である親と子等が袖ケ浦市で同居または近隣に居住するために、

住宅の新築、購入、増築または転居等をした場合の費用の一部を助成しています。 

 

（３）介護保険 住宅改修費の支給（高齢者支援課） 

要介護（要支援）認定を受けている方が、自宅で安全に安心して暮らせるよう

に、手すりの取り付けや段差の解消などの工事を行う場合に、保険給付が受けら

れます。 

 

（４）障害者等日常生活用具給付等事業（障がい者支援課） 

障がい者（児）の移動等を円滑にする住宅改修の費用について給付をしていま

す。 

 

（５）固定資産税の減額（課税課） 
住宅耐震改修又はバリアフリー改修に係る一定の工事を実施した住宅について

は、固定資産税が一定の期間減額になります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【文言等修正】 

組織改正等に伴う記載順の修

正とその他の施策について新

規記載。 
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第５章 成果目標 

本計画を計画的、効果的に進めていくために、次のとおり目標を設定します。 

 

（１）目標設定の考え方 

   現在の社会情勢からすると、今後も適切に管理されていない空家等の増加は

避けられない見通しであると考えます。 

   このような状況の中で、空家等の有効活用を図るとともに、市民の生活環境

に悪影響を及ぼす空家等の増加を抑えるため、以下の項目を目標値として設定

します。 

   ・空家等対策に対する意識の醸成のため、講習会やセミナー等の開催回数 

   ・空家等の有効活用の促進を図るため、空家バンク事前情報提供制度申込件

数と空家バンク物件登録件数 

   ・適切に管理されていない空家等への指導や状況確認等によって改善される

空家等の改善戸数 

   ・相続放棄等された空家等に対応するため、財産管理制度の活用件数 

 

 

（２）目標 

項目 令和５年度現状値 令和１３年度目標値 

講習会やセミナー等の開催回数 ― ２回／年 

空家バンク事前情報提供制度申込件数 ８件／年 １６件／年 

空家バンク物件登録件数（累計） １４件 ２０件 

適切に管理されていない空家等の改善戸数 ２４戸／年 ４０戸／年 

財産管理制度の活用件数 ― １件／年 
 

第５章 成果指標 

本計画を計画的、効果的に進めていくために、次のとおり指標を設定します。 

 

（１）指標設定の考え方 

   現在の社会情勢からすると、今後も適切に管理されていない空家等の増加は

避けられない見通しであると考えます。 

   このような状況の中で、空家等の有効活用を図るとともに、市民の生活環境

に悪影響を及ぼす空家等の増加を抑えることが、この計画の目標となります。 

       

   このことから、市内の適切に管理されていない空家等の割合を指標として設

定します。                

   また、空家等が適切に管理され、市民が安全、安心で暮らせるまちづくりに

寄与することを目的としていることから、適切に管理されていない空家等に関

する相談件数を指標として設定します。 

   さらには、空家等の有効活用の促進を図る指標として、空家バンクへの登録

件数を指標として設定します。 

 

（２）指標 

指標 設定値 目標値 

適切に管理されていない

空家等の割合 
50.3% 

（H24） 
45.0% 

（H33） 

適切に管理されていない 

空家等に関する相談件数 

44件/年 

（H27） 

32件/年 

（H33） 

空家バンク物件登録 

件数 
※H28制度開始 

18件 

（H33） 
 

【目標等修正】 



 
 
 

資料２ 

1 

 

袖ケ浦市管理不全空家等及び 

特定空家等判断基準（案） 
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１．はじめに 

 袖ケ浦市管理不全空家等及び特定空家等判断基準は、空家等対策の推進に関する特別措

置法（平成２６年法律第１２７号。以下「空家法」という。）第２条第２項に規定する「特

定空家等」（※１）及び空家法第１３条第１項に規定する「管理不全空家等」（※２）を認定す

る際の基準を定めるものです。 

 なお、本基準は、【管理不全空家等及び特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図

るために必要な指針（ガイドライン）（出典：国土交通省）】の第２章（１）管理不全空家等

及び特定空家等の判断の参考となる基準を参考に作成したものです。   

 

（※１）「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのあ

る状態又はそのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な

管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生

活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空

家等をいいます。 

（※２）「管理不全空家等」とは適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば

特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等をい

います。 

 

２．対応方針 

 空家等の管理については、空家法第３条にも規定されているように、所有者等にその責務

があります。そのため、市では適切な管理が行われていない空家等については、所有者等に

対し空家法第１２条の規定に基づき、情報提供や助言等を行い、自主的な改善を促していき

ますが、再三の指導にも関わらず、改善が見られない場合には、「特定空家等」の調査対象

に該当するか判断します。 

調査対象となった空家等は、職員が本基準に基づき判定し、「管理不全空家等」又は「特

定空家等」と判定されたものについては、袖ケ浦市空家等対策審議会へ諮問し、答申によっ

て「管理不全空家等」又は「特定空家等」に認定します。 

「管理不全空家等」又は「特定空家等」に認定した空家等は、周辺への影響の程度や切迫

性などを考慮し、それぞれ空家法第１３条又は第２２条に基づき、助言又は指導、勧告とい

った改善に向けた働きかけを段階的に行っていきます。 

それでも改善が図られず、特に必要があると認める場合は、「管理不全空家等」であれば

「特定空家等」に該当するか再度の調査を、「特定空家等」であれば空家法第２２条に基づ

く命令、行政代執行による是正措置を検討します。 
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３．特定空家等調査対象について 

 空家等のうち、次の項目の①、②のいずれにも該当し、今後、危険度や切迫性が高くなる

ことが見込まれるものについて、特定空家等調査対象として取り扱うものとします。 

 

①公道等から目視できる範囲で、「管理不全空家等」又は「特定空家等」の状態が疑われる

など、明らかに状態の悪いもの。 

②所有者等への対応を促しても、全く改善が見られず、今後も所有者等の対応が見込めない

もの。 

 

 

４．判定基準 

 「管理不全空家等」又は「特定空家等」の判定は、特定空家等調査対象となったものの中

から、空家等の区分ごとに、評価１（空家等の状態）・評価２（周辺へ及ぼす影響や切迫性

の程度）の２段階による評価を行います。 

 

空家等の区分 空家等の状態（空家法の定義） 評価１ 評価２ 

保安上の危険性 
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態 

空家等の状態 

周辺へ及ぼす

影響や切迫性

の程度 

衛生上の有害性 
そのまま放置すれば著しく衛生上有害と

なるおそれのある状態 

景観の不調和性 
適切な管理が行われていないことにより

著しく景観を損なっている状態 

放置の不適切性 
その他周辺の生活環境の保全を図るため

に放置することが不適切である状態 
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５．判定の流れ及び評価基準 

（１）判定の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保安上の危険性 

衛生上の有害性 

景観の不調和性 

放置の不適切性 

中 

特定空家等 

管理不全空家等 空家等 

12 条助言 

評価１ 空家等の状態 

評価 2 周辺へ及ぼす影響や切迫性の程度 

管理不全空家等 

影響小 

大

大

大

大

中 

中 

中 

小 

小 

小 

小 

周辺環境への影響の程度等 

影響大 
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（２）評価基準 

 評価１ 空家等の状態 

  評価１では、以下の（ア）・（イ）・（ウ）・（エ）それぞれについて評価し、いずれかの危

険性等が「大」であった場合は、２段階目の判定を評価２で行い、すべての評価が「大」

以外でいずれかの評価が「中」の場合は管理不全空家等と判定する。 

 

（ア）保安上の危険性 

 （ⅰ）屋根、外壁等が脱落、飛散等する恐れがある 

項目 状態 

屋根ふき材、

ひさし又は軒 

屋根ふき材等が脱落しそうなもの 

屋根ふき材に著しい剝落があるもの 

ひさし又は軒の裏板等が腐朽したもの 

ひさし又は軒が垂れ下がったもの 

屋根が著しく変形したもの 

看板、給湯設

備、屋上水槽

等 

取付金具等が破損し、付帯設備が落下（脱落）しそうなもの 

傾斜が見られ脱落の危険があるもの 

部材の腐食破損があり、脱落の危険があるもの 

門又は塀 

崩落の危険があるほど傾斜しているもの 

崩落の危険があるほどひび割れ、亀裂、変形もしくは破損している

もの 

 

（ⅱ）建築物が倒壊等する恐れがある 

項目 状態 

基礎、土台 
不同沈下があるもの 

基礎、土台の腐朽、破損又は変形が著しいもの 

外壁 

外壁の仕上げ材の剥落、腐朽または破損により著しく下地が露出し

ているもの 

壁体を貫通する穴を生じているもの 

外壁が脱落しそうなもの 

 

（ⅲ）敷地の安全性が損なわれる恐れがある 

項目 状態 

擁壁のひび割

れ等 
変状等の程度が特に顕著で、危険な宅地擁壁のもの 
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（イ）衛生上の有害性 

 （ⅰ）建築物または設備等の破損等により衛生上有害な恐れがある 

項目 状態 

汚水処理施設 

浄化槽等の放置、破損等により汚物が流出又は臭気が発生している

もの 

排水等の流出により臭気が発生しているもの 

 

（ⅱ）ごみの放置、不法投棄により衛生上有害となる恐れがある 

項目 状態 

臭気 ごみ等の放置、不法投棄により臭気が発生しているもの 

害虫 ごみ等の放置、不法投棄により、ハエ、蚊等が発生しているもの 

 

（ウ）景観の不調和性 

項目 状態 

景観に適合し

ない状態 
倒壊状態にあり、周辺景観と著しく調和がとれていないもの 

窓ガラス 多数の窓ガラスが割れたまま放置されているもの 

屋根、外壁等 
屋根、外壁等が汚物や落書き等で外観状大きく傷んだり、汚れたま

ま放置されているもの 

つる草等 つる草等が建築物全面を覆う程度まで繁茂しているもの 

ごみ 敷地内にごみ等が散乱しているもの 

 

（エ）放置の不適切性 

項目 状態 

立木等 

立木の腐朽、倒壊、枝折れ等が生じ、周辺の道路や敷地等に影響を

与えるもの 

立木の枝等が近隣の道路や隣地に大量に散らばっているもの 

動物等 

空家等に住み着いた動物等が原因で、動物の鳴き声等による騒音や

糞尿等による臭気が発生しているもの 

空家等に住み着いた動物が周辺の土地・家屋に浸入しているもの 

シロアリが発生し、近隣の家屋に飛来しているもの 

防犯 
門扉が施錠されていない、窓ガラスが割れている等不特定の者が容

易に侵入できる状態で放置されているもの 

防火 ぼやや放火の発生が容易に予見できる状態にあるもの 
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 評価２ 周辺へ及ぼす影響や切迫性の程度 

  評価２では以下の状況にあるか否かを判定する。 

評価２で影響が「大」の場合は特定空家等と判定し、それ以外の場合は管理不全空家等

と判定する。 

項目 状態 

周辺への影響等 

建築物が倒壊した場合や建築物の一部が落下した場合等に、自ら

の敷地内でおさまらず、周辺の建築物・道路・通行人等にまで影

響を及ぼす危険な状況にある状態 

周辺に与えている悪影響の程度が、社会通念上許容される範囲を

超えている状態 
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